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第 1 部 総括事業報告 

はじめに 

2021（令和 3）年度は、2020（令和 2）年度に引き続き新型コロナ感染症の拡大防

止のため感染防止対策に留意しながらＷＥＢ動画視聴研修、テレビ会議システムによるリ

モート研修など在宅研修を中心に事業を実施しました。また、全国手話検定試験において

も従来の集合試験、学校・職場単位の団体試験、2020 年度から始めたインターネット試

験を組み合わせ受験しやすい環境整備に努めました。在宅で学べる遠隔地研修の充実によ

り時間や経費等の関係で集合研修に参加できない関係者の皆さんに研修機会の拡大を図る

ことができ、当法人事業の新たな分野の充実を図ることができました。 

 

第 1 章 社会福祉事業の総括 

１．人材養成事業では、厚生労働省の委託事業である「手話通訳技術向上等研修事業」及

び「若年層の手話通訳者養成モデル事業」、手話通訳士試験対策研修等自主事業に取

り組みました。いずれもＷＥＢ動画視聴研修と集合研修を組み合わせ、感染防止対策

に留意しながら実施しました。 

２．手話通訳者全国統一試験は、全国 46 道府県 5 政令都市の合計 51 会場で実施されま

した。受験者数は 1,444 名で、2020 年度 1,348 名より増加しました。合格者は

295 名で、合格率が 20.43％となり 2020 年度に比較し微減となりました。 

３．日本手話研究所は、厚生労働省の委託事業である「手話研究・普及等事業」に取り組

みました。2021 年度は、専門分野での造語、確定手話数の増等委託事業の充実が図

られました。「医療分野」の手話単語の検討、衆議院議員選挙・参議院議員選挙関連

語等 365 単語を確定しました。 

「手話総合資料室」は、公益財団法人一ツ橋綜合財団や研修センター後援会の資金援

助を受け、各地から寄贈された資料のデータベース化に取り組みました。 

 ４．手話の普及につきましては、「第 19 回京都さがの手話まつり」は中止、「第 18 回

さがの映像祭」はインターネットで映像コンクールと特別企画を開催しました。 

 ５．2021 年度厚生労働省障害者総合福祉推進事業に応募し、「手話奉仕員及び手話通訳

者養成事業の現状把握と課題整理事業」に取り組みました。地方自治体に手話奉仕員

や手話通訳者養成状況のアンケート調査を行うとともに、初めて登録手話通訳者を対

象にアンケート調査を実施し、現状分析及び課題整理を行ないました。 

６. 2023（令和 5）年 1 月の発行予定の手話奉仕員養成テキストの編集作業に取り組み

ました。 

 

第 2 章 公益事業の総括 

１．第 16 回全国手話検定試験は、10 月に実施した各会場での集合試験は、45 道府県

47 会場で実施し、4,811 名が申込しました。また、学校・職場単位での団体試験

は、33 団体・917 名、インターネット試験は 1,105 名が申し込み、合計 6,833

名の申し込みとなりました。 
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２．公益財団法人三菱財団の助成を受け取り組んできた「小学生手話チャレンジ事業（こ

ども手話検定試験）」は 2021 年 9 月に専用サイトを立ち上げ、運用を開始するこ

とができました。 

 ３．施設事業は、新型コロナ感染症の影響により緊急事態宣言を受けての閉館、利用の自

粛等があり大幅な減収になっています。2021 年の売上高は 107,343 千円とコロナ

禍で 2019（令和１）年度比 47.3％と落ち込んだ 2020 年の売上高をさらに

24,578 千円減額となっており、営業損益は 62,403 千円の赤字と厳しい経営状況

となっています。 

 

第 3 章 就労支援事業の総括 

１．就労継続支援Ａ型事業（就労支援センターとも）においては、アイアンドエフ・ビル

ディング株式会社からホテルビナリオ嵯峨嵐山（全国手話研修センターコミュニティ嵯

峨野）の清掃業務、サービス業務を継続受託するとともに、京都府庁（福利厚生センタ

ー及び別館）をはじめ公的施設の清掃業務、テキストの管理発送業務を加えた書籍の管

理発送業務等の事業展開をしました。しかし、新型コロナ感染症拡大の影響でホテルの

利用減、レストランの営業短縮がありホテルの清掃業務、サービス業務の稼働日数が減

少する等影響がありました。 

２．相談支援事業所ともにおいては、サービス等利用計画を作成し、継続利用支援（モニ

タリング）を行ないました。 

 

第４章 社会貢献事業の総括 

１．亀岡市委託事業として、生活困窮者自立相談支援事業を受託しました。2020 年度に

引き続き、新型コロナウイルス感染症の影響による生活困窮者の増加やその対策の一つ

として実施されている社会福祉協議会の総合支援資金特例貸付の影響により、新規相談

受付件数は 408 件と 2019 年度までの平均（130 件）と比べ、3.1 倍と増加してい

ます。 

  

第５章 助成金等による事業及び備品等の整備 

１．2007（平成 19）年度から毎年全国手話検定試験の運営に対し、公益財団法人一ツ

橋綜合財団から 500万円の助成を受けてきました。2016（平成 27）年度からは、

全国手話検定試験に 250 万円、手話総合資料室運営に 250 万円、合計 500 万円の

寄付を受けることになり 2021 年度も助成を受けることができました。 

２．201４（平成 26）年度から毎年公益財団法人京遊連社会福祉基金から 50 万円の助

成を受けてさがの映像祭を開催してきましたが、2021 年度は映像コンクールと特別

企画に 20 万円の助成を受けました。 

３．全国手話研修センター後援会より、200 万円の寄付を受けました。手話総合資料室

の運営基金として活用いたします。 
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第６章  2021（令和 3）年度決算状況 

 １．資金収支計算書 

（1）事業活動による収支状況では、収入が 3 億 2,392 万円、支出が 3 億 1,949 万円

で法人全体の事業活動資金収支差額は、443 万円の黒字、施設整備等による収支

後の当期資金収支差額合計は 88 万円の黒字でした。当初予算収入額 3 億 4,952

万円と比較し、2,560 万円減収で執行率 92.7%でした。支出は、当初予算支出

額 3 億 4,666 万円と比較し、2,717 万円の減で執行率 92.2%でした。全国手

話研修センター拠点及び就労支援センターとも拠点を合わせた社会福祉事業区分

の事業活動資金収支差額は 1,394 万円の黒字でしたが、コミュニティ嵯峨野拠点

（全国手話検定試験事業）及び亀岡事業所拠点の公益事業区分事業活動資金収支

差額は、951 万円の赤字となりました。これは、全国手話検定試験事業において

新型コロナ感染症予防対策のため会場定員の設定等により受験者数の大幅な減員

によるものです。 

 

 ２．事業活動計算書 

（1）サービス活動における収益は、3 億 1,181 万円で 2020 年度と比較し 2,539 万

円増益となりました。この要因は、新型コロナ感染症予防対策に留意しながらＷｅ

ｂ研修等の充実等事業再開ができたこと、厚生労働省の委託料の増額や臨時的補助

金の交付があったことによるものです。 

（2）サービス活動における費用は、3 億 2,661 万円で 2020 年度と比較し、4,145 万

円増額です。これは、新型コロナ感染症予防対策に留意しながら研修事業再開等費

用の増によるものです。 

（3）当期活動増減差額は、285 万円の赤字です。サービス活動増減差額の 1,480 万円

の赤字をコロナ感染症対策の雇用調整助成金等の収入によるサービス活動外増減

差額 1,195 万円の黒字でカバーしたものの赤字化を止められませんでした。本来

事業での安定的収益の確保をどう図るか具体的な対策が必要です。 
 

３．健全経営の確立 

（１）2020 年度福祉医療機構からコロナ禍を乗り切るための運営資金として融資を受

けた 6,000 万円については 2021 年度も使用せずに経営できました。一方で、長

年の懸案事項であったエレベーター、中央制御盤、防災監視盤の老朽化に伴う改修

工事が必要となり、アイアンドビルディング株式会社とも調整し 2022（令和 4）

年度内に法人の責任で改修することとしました。今後関係機関と調整して円滑に改

修工事を進めるとともに、改修資金の確保、返済計画の確実な履行等経営努力が必

要です。 

（２）経営基盤の安定に向け事務局において経営再建 5 か年計画をまとめました。 
 

４．事業推進体制の確立 

（１）手話関連事業の増大に伴い、事務の円滑化、臨機応変に対応できるよう組織体制の

見直し、事務所の配置の見直しを行いました。 
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第 2 部 福祉事業報告 

第 1 章 人材養成事業 

聴覚障害者のニーズや社会の変化などにより良く対応でき、あらゆる場面で的確に手話

通訳するために手話通訳者等の資質向上を図るとともに、手話通訳者等の養成を担当する

指導者の質の向上、養成を図りました。 

また、聴覚障害者関係施設等職員など、聴覚障害者に関わる教育や福祉の専門分野に求

められる知識と技術等の向上を図り、加えて社会情勢を踏まえ、各地域からの要望も含め、

以下の事業を中心に進めました。 

１．手話通訳者・手話通訳士の専門性向上を目指した研修プログラムの開発と研修 

２．手話奉仕員・手話通訳者養成担当講師連続講座 

３．聴覚障害者関係施設職員、ろう学校教員等、聴覚障害者と関わる人材の育成 

 

第 1 節 委託事業 資料 1-1・1-2 

１．手話通訳者・手話通訳士現任研修等事業（厚生労働省委託事業） 

（1）手話通訳者・手話通訳士現任研修カリキュラム・教材作成委員会 

第 1 回委員会は、新型コロナウィルス感染防止対応のため、事業進捗等に関し書面報

告としました。 

第２回委員会は、（者）12 月８日、（士）12 月 10 日に分けて、オンラインで開催。

2022 年度のカリキュラム及び教材について協議。 

第３回委員会は、３月３日（木）オンラインで開催。2022 年度のカリキュラム及び

教材を決定。 

（２）手話通訳者・手話通訳士現任研修 

講義・実技共にインターネットを活用した遠隔地研修。 

①  手話通訳者現任研修 受講者数 477 名。 

講義・実技とも WEB研修実施。 

②  手話通訳士現任研修 受講者数 17６名。 

講義は WEB 研修、実技はオンライン講座（zoom）を約 45 名ずつに分けて、 

４回実施。(10/17、11/23、12/12、1/22)  

2021 年度テーマ「新しい生活様式と手話通訳のあり方」 

 

２．手話奉仕員・手話通訳者養成担当講師連続講座（厚生労働省委託事業）  

研修センターが編集・発行したテキストに基づき、実技編及び講義編の養成担当 

講師連続講座を開催しました。資料 1-3・1-4・1-5・1-6・1-7 

【実技編】 

①手話奉仕員養成（広島会場） 受講者数 32 名＋補講者数８名 ６回。 

講義は遠隔地研修を活用。感染拡大のため９月開始を繰り下げ 10 月から開始し

ましたが、１月再び感染拡大のため延期を余儀なくされ、年度内に実施できたの

は１～４回でした。残る２回分を１回にまとめて次年度４月に実施。 

②手話通訳者養成Ⅰ・Ⅱ  受講者数 通訳Ⅰ：553 名  通訳Ⅱ：477 名 

当初、集合研修の計画でしたが、講義部分を遠隔地研修で行うことに変更しまし

た。講義部分を遠隔地研修で実施。 

③手話通訳者養成Ⅲ（静岡会場） 受講者数 22 名＋補講者数 2 名 

感染拡大のため８月開始を 10 月開催に繰り下げ実施し３月に終了しました。全
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４回。 

④手話奉仕員養成特別講座〔改訂テキスト〕 受講者数 1,945 名。 

改訂テキストの概要についての特別講座を遠隔地研修で実施。 

2023 年度発行予定の改訂テキストの方向性を周知しました。 

    【講義編】 

①手話奉仕員養成・手話通訳者養成  

受講者数 奉仕員：352 名 通訳者：149名 遠隔地研修で実施。 

 

第 2 節 自主事業 

１．手話通訳者全国統一試験を実施しました。 資料 1-8・1-9 

（１）試験日  2021 年 12 月 4 日（土）実施。 

（２）実施団体 51 団体。受験者数は 1,444 名。（申込者数 1,531 名） 

（３）2 月３日 合同委員会開催。合否決定。３月１日 合否通知送付。 

 

２．各種研修会の開催 資料 1-10・1-11・1-12・1-13 

（1）手話通訳士試験対策研修  受講者数 485 名。 

（2）ろう講師のための日本語研修  受講者数 41 名。 

WEB 動画による事前学習と３回のワークショップ（オンライン）を組み合わせ 

た講座を実施。（ワークショップ講座 12/5・12/19・1/10） 

（3）聴覚障害者関係施設等職員研修 

  ①新入職員研修  受講者数 47 名。 

    遠隔地研修として 10 月に、講義とオンライン交流会（希望者）を実施。 

   ②中堅職員研修  受講者数 31 名。 

    ２月に遠隔地研修として講義を実施。（視聴期間：2/1～3/31） 

  （4）聾学校等教職員に対する手話研修 

    実施はありませんでした。 

 

３．出版関係事業 

（１）７月に「手話通訳者全国統一試験をめざす人たちの学習教材２1」を発行。 

 

  ４．講師派遣及び講師斡旋 

【講師派遣】・手話奉仕員養成指導講師養成講習会：全 5 回 

一般社団法人三重県聴覚障害者協会 

・手話通訳者養成担当講師連続講座【通訳Ⅰ】〔実技編＋講義編〕：全 9 回 

社会福祉法人鹿児島県身体障害者福祉協会 

感染拡大のため第１回～第４回のみ実施。残りは次年度に実施予定。 

【講師斡旋】・手話通訳士養成研修会（青森県聴覚障害者情報センター） 

        4 月 24 日※リモート形式による研修 
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第 2 章 全国手話検定試験事業                     

第 1 節 第 16 回全国手話検定試験の実施について 

2021 年度第 16 回全国手話検定試験の実施状況について 

＊一般試験は予定どおり 10 月に無事実施することができました。 

＊団体試験は、33 団体で実施しました（前期日程：９団体、後期日程：27 団体）。 

  ＊インターネット試験も予定どおり 2 月に無事実施することができました。 

試験実施にあたり全日本ろうあ連盟および加盟団体、全国手話通訳問題研究会およ

び各支部、日本手話通訳士協会等諸団体のご協力のもと会場定員を設け、コロナ感

染対策を講じて実施しました。 

また、公益財団法人一ツ橋綜合財団より継続して寄付金をいただくことができては

おりますが、試験実施会場数の減少および会場定員制のため受験者数の減少という

大きな課題をかかえることになり、たいへん厳しい収支状況となりました。 
 
1．試験実施 

（1）第 16 回全国手話検定試験（一般試験：10 月実施） 

① 実施日程 

  2021 年 10 月 9 日（土） ５級 10：00～12：30 

 ４級  14：00～16：30 

10 月 10 日（日） ３級 10：00～12：30 

 ２級 14：00～17：00 

10 月 16 日（土） 準１級 10：00～13：00 

 １級 13：00～17：00 

   ② 実施目標  

受験申込者数は、12,500 名（一般試験 10,000 名、団体試験 1,000 名、 

インターネット試験 1,500 名）を目標としました。一般試験は、会場数 47 都道

府県（54 会場）を目標としましたが、コロナ感染拡大の影響を受け、45 都道府

県（47 会場）で実施の運びとなりました。 

③ 一般試験受験申込状況 資料 2-１-1 

     受験申込者数は、資料 2-1-1 のとおり 4,811 名、コロナ感染防止のため会場定

員を設けています。 

   ④ 一般試験受験状況 資料 2-１-2 

   一般試験受験者数は、資料 2-1-2 のとおり 4,393 名です。 

   ⑤ 一般試験合否状況 資料 2-１-3 

（2）団体試験（前期 9 月/後期 2 月） 実施一覧資料 2-2 

団体試験の実施にあたり団体会場との相談を進めるとともに、面接委員および要 

員の派遣等のご協力をいただく地域協会との連携を取りながら進めました。 

実施後、採点作業を済ませ団体宛に合否結果を送付しました。 

なお、前期、後期２回にわたって実施した団体（学校）が３つあり、実施団体数

は 33 です。 

（3）インターネット試験 資料 2-3 

      Zoom による面接試験協力団体の調整を進め、当センターホームページに、 

試験日程を掲載し、11 月 1 日（月）14 時より申し込みを開始しました。 
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     ＊申込期間：11 月 1 日（月）14 時～11 月 30 日（火）24 時まで 

     ＊申込方法：インターネット専用ホームページから申込登録(別途受験料払込) 

     ※第 2次申込期間：12 月 1 日（水）～12 月 12 日（日）24 時まで 

最終申込状況は資料 2-3 のとおりです。 

     試験日程（読み取りおよび筆記試験） 

＊５級、２級、準１級 2022 年２月１日（火）０時～2 月 7 日（月）24 時 

＊４級、３級、１級  2022 年２月８日（火）０時～2 月 14 日（月）24 時 

      
（４）会場試験、団体試験、インターネット試験の合格率 資料 2-4 

合否結果は資料 2-４のとおりです。インターネット試験の合否通知は、受験者

すべてに発送（2022年 4 月 28 日）し、ホームページでの合格者の受験番号

を発表しています。 

 

2．仮称）こども手話検定試験創設に向けて  

2019 年度および 2020 年度の 2 ケ年をかけて公益財団法人 三菱財団助成事業で

ある「小学生手話チャレンジ事業」に取り組みました。こどものときから手話に触れ合

う共生社会の実現に向けて、小学生が学ぶ手話単語の選定、テキストの作成、到達度評

価等について検討し取り組んでいましたが、新型コロナウイルス感染拡大防止のため、

助成金使途の変更申請を承認いただき、インターネットを活用した学習教材を制作し、

教材および試験サイトを 9 月 30 日に公開しました。サイトの構築に向けて作業を進

めるとともに、モデル事業校を決定し、学習教材の検証を進めました。 

【個人利用数】 Ｗeb 学習教材サイト（Let’s 手話！for キッズ）  ４人 

Ｗeb 試験サイト（Let’s 手話！for キッズしけん） ６人 

【学校利用数（モデル校）】 Ｗeb 学習教材サイト＋試験サイト 小学校 7 校 

 

３．インターネットを活用した在宅学習事業について 

（1）全国手話検定試験 5 級および 4 級教材（Let’s 手話）について（対象等） 

① 対象：行政職員等団体、受験者および手話学習者等 

② 教材の見直しによる変更は特にありません。 

③ 視聴環境を確認したうえで申込みしていただく流れに変更しました。 

  （2）活用状況について 

① 団体利用開始：5月から開始（３団体が利用） 

・京都市行政職員：2020 年度に続き、5月から 16 名受講済み 

・愛知県西尾市 ㈱デンソー：6 月から 10名受講済み 

・大分県国東市 大分空港ターミナル㈱5 級 7 名、9 月より受講済み 

② 個人利用開始：6月から開始 
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・2021 年 2 月末現在までに 96 名（5 級 58 名、4 級 38 名）が受講済み 

個人および団体とも PR に努め利用者数の拡大に向けて取組んでいます。 

 

４．委員会、作業部会について 

（1）～（4）とも、Zoom 会議と集合を併用しながら開催しました。 

  （1）全国手話検定委員会（5 月、8 月、12 月、２月）  

（2）出題・採点作業部会（4 月、5 月、6月、7 月、11 月、3月） 

（3）出版・講習作業部会（開催なし） 

（4）あり方検討（こども検定）作業部会（開催なし） 

 

５．説明会の実施について 

情報共有を図るため、集合型の説明会から Zoom 会議を検討しました。 

  （1）説明会：全国ろうあ者大会 in とちぎの中止を受けて中止しました。 

（2）地域試験委員会代表者・面接委員責任者会議 

① 全体説明会の開催：9/9（木）（Zoom利用） 

・PPT 資料に基づき 10 月試験等について説明 

・質疑応答終了後、ブロック毎に分かれてフリートークを実施 

・参加団体数：37 団体（約 60 名）、開催後、概要報告をメールにて配信 

② 今後の課題 

・全体説明会では参加者数が多く十分な対応が困難なため、2022 年度は開催日程

を数日設定したい。 

・開催後は概要を報告することで情報共有を図ることが重要。 

 

  6．受験者のための学習セミナー  

（1）実施目的 

受験者の事前学習の場として、また手話学習者の学習意欲増進の場として、 

模擬試験や学習方法の紹介を実施しました。 

（2）周知 

ホームページで実施会場、日程、実施級等を周知しました。 

セミナーは面接委員にとって、事前学習ができる大切な場であるため、地域と連携

をとり、セミナー開催ができるよう努めました。 

（3）教材 

   セミナーで使用する教材等を作成し、実施予定会場に教材 DVD を送りました。 

（4）実施状況資料 2-5 

実施状況は資料 2-5 のとおりです。当初 17 会場で実施予定でしたがコロナの影

響を受けて中止された会場が 8 会場でした。今後は、受験者への支援として、ま

た、面接委員の本番に向けての事前学習の場として集合型開催だけではなく、オン

ラインを併用できる仕組みを検討することが課題です。 

 

7．面接委員に関わる研修会  

（1）面接委員研修 
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① 面接委員を養成するために面接委員研修を実施しました。 

② 要望のある県を中心に開催し、ブロック単位で参加呼びかけを行いました。 

③ 受講対象者は、新規登録予定者および更新研修として受講する者です。 

④ 研修で使用する学習教材等を作成しました。 

  （2）実施状況資料 2-6 

     実施状況は資料 2-6 のとおりです。開催方法としては、集合型と Zoom 型と 

     の併用で開催しました。実施後、面接委員登録を済ませ登録者への通知を郵送し

ました。 

 

８．全国手話検定試験関係書籍の発行等について 

受験者、手話学習者および面接委員などの学習支援として『これで合格！ 

2021 全国手話検定試験 DVD 付き 第 15 回全国手話検定試験解説集』を、 

8/20（金）付けにて発行でき、7/30（金）に当センターに納品されました。 

 

９．その他 

会場（集合）試験、自然災害や感染症対策も考慮して構築したインターネット試験、 

団体試験について整理し、ご協力をいただいている地域のみなさんとの情報共有 

を図り、無理がなく、円滑に試験実施ができるよう検討し取り組んでいます。 

 

＜2022 年度 第 17 回 全国手話検定試験日程＞ 

 （1）10 月試験  2022 年 10 月  8 日（土） ５級、４級 

                10 月  ９日（日） ３級、２級 

               10 月 15日（土）準１級、１級 

（2）団体試験   2022 年７月～2023 年 2 月 

（3）インターネット試験 2023 年 2 月 ①試験日程（読み取りおよび筆記試験） 

②Zoom による面接試験 

 

第３章 日本手話研究所 

第１節 厚生労働省委託事業「手話研究・普及等事業」 

本事業は、（１）標準手話確定普及に関する研究（標準手話確定普及研究部）、（２）外国

手話に関する研究（外国手話研究部）、（３）法律等の手話に関する検討（検討委員会）の取

り組みを行いました。 

2021 年度より厚労省委託費が増額されたことに伴い、①標準手話確定普及研究部研究

員の増員、②確定数を 200 語から 300 語に拡充、③確定された手話の画像を検索するシ

ステムの構築 という３つの目標を立てました。 

①については、きこえない研究員を１都道府県（以下、県）あたり１名選出する方針を

立て、前年度空白県のうち９県から選出されました。残りの空白県は 4 県となり、引き続

き選出を要請していきます。 

②については、10 月に実施された衆議院議員選挙および 2022年 7 月実施予定の参議

院議員選挙に向けた用語および、医療・頸肩腕症候群に関する分野の手話表現の検討のた

めの会合を４回開催し、ポイントとなる箇所を整理しました。それをもとに標準手話の検
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討および問診・頸肩腕症候群の啓発映像作成に取り組みました。 

③については、研究員や事務局が標準手話確定作業をする際、手話画像を検索する時間

を要している問題を解消するために、画像検索ソフトなどを用いたシステムの構築を進め

ることにしました。11 月にシステムの礎となる画像データベース作成のために、学習辞典

Ⅰ・Ⅱに掲載している手話画像のスキャンを開始しました。 

 

１．標準手話確定普及研究部 

（１）標準手話確定普及研究部「本委員会・全国９班会議」開催 資料 3-1 

※ 標準手話研究 造語数 365 単語 

（２）202１年度 パブリックコメント募集 

・ 第１回：202１年７月 13 日（火）～22 日（木） 

・ 第２回：2021 年 10 月 19 日（火）～28 日（木） 

・ 第３回：2022 年１月 18 日（火）～27 日（木） 

・ 第４回：2022 年 3 月 8 日（火）～17日（木） 

（３）「医療分野」検討チーム会合 開催（８月開始）資料 3-2 

・テーマ：「問診」「頸肩腕症候群」 

・「頸肩腕症候群」：「頸肩腕障害」説明動画を作成し、2022 年 4 月に公開しました。 

・「問診」：引き続き 2022 年度も検討します。 

・1 月 13 日（木）に手話研究セミナー研究活動報告の映像収録を行いました。 

（４）電話リレーサービスの 7 月からの公共インフラ実施に伴う、関連用語の検討 

日本財団電話リレーサービスと連携し、関連用語を 9 月本委員会で確定し、10 月に公

開しました。 

（５）拡大本委員会の実施：2022 年２月 12 日（土） 

研究部員にも出席してもらい、2021 年度事業報告、2022 年度事業計画等の意見交

換を行いました。 

（６）手話画像スキャン：『わたしたちの手話 学習辞典Ⅰ』1,403 語までスキャンしまし

た。 

 

２．外国手話研究部 資料３-3 

・4 月 24 日（土）：モンゴル手話の固有名詞、基本単語Ｂの収録 

・７月：加藤三保子研究員が任期満了退任、重田千輝研究員就任 

・10 月 16 日（土）：ネバール手話の固有名詞、基本単語 B・C の収録 

・12 月 26 日（日）：相良研究員が手話研究セミナー活動報告の収録 

・12 月 26 日（日）：タイのろう者に単語の収録（A・B・C・固有名詞）とインタビ

ュー収録。公開に向けて準備中。これまでは、研究員が現地のろう者を模倣して収

録を実施してきたが、今回から現地のろう者へ依頼し、収録を行うことになりまし

た。 

 

３．「法律等の手話に関する検討委員会」 資料 3-４ 

手話による法律の解説映像作成として「障害者差別解消法」を取り上げ、「解説動画」

「改正のポイント」の２本を製作し、2022年 4 月に公開しました。 
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４．手話研究セミナー・研究員集会 

・20 周年目の節目を迎えた手話研究セミナーは、2021 年度から厚生労働省委託事業

として実施しました。あわせて、研究員集会も実施しました。 

・新型コロナウイルス感染状況の予測が困難なため、申込者を対象（無料）に、映像を

期間限定で事前公開し、質疑応答・対談をオンラインで配信しました。 

 （オミクロン株感染拡大の影響を考慮し、対面での開催は中止しました） 

＜実施内容＞ 

① 2022 年 2 月１日（火）～10 日（木）（10 日間） 

「特別講演および各研究部研究発表の映像の事前公開（申込者を対象）」 

・特別講演：「百人一首への招待」吉海直人氏（同志社女子大学特任教授） 

・各研究部：標準手話確定普及研究部、外国手話研究部、ろう教育研究部 

② 2022 年２月 13 日（日）9:30～11:30 

「①に対する質疑応答および、特別講演講師との対談」 

・開催方法：オンライン 

・参加費…無料 

③ 2022 年２月 13 日（日）11:45～12:30 

「研究員集会」 

・内容：2021 年度活動報告・2022 年度事業計画など 

・運営委員、本委員会委員、各研究部研究員対象 

 

第 2 節 全日本ろうあ連盟委託事業 

全国ろうあ者大会 研究分科会「手話言語」 資料３-５ 

毎年、全日本ろうあ連盟より委託を受けている全国ろうあ者大会研究分科会「手話言語」

における「新しい手話検定（全国大会限定）＆創作手話コンテスト」は新型コロナウイルス

感染の影響で大会が中止となったことから実施しないことになりました。 

 

第 3 節 自主事業 

１．運営委員会 資料 3-６ 

運営委員の任期満了に伴い、本名信行委員と川根紀夫委員（士協会）が退任され、加藤

三保子委員と草野真範委員（士協会）を新たに迎えました。７月に第１回運営委員会を

開催し、運営委員長（髙田英一委員）および副運営委員長（加藤三保子委員）の選出、

研究所所長（髙田英一委員）および事務局長（大杉豊委員）の推薦を行いました。また、

更新期に伴う各研究部研究員の継続および推薦のあった研究員候補者の全員が承認さ

れました。 

＜任期＞ 

運営委員：2021（令和３）年７月１日～2023（令和 5）年 6 月 30 日 

研 究 員：2021（令和３）年７月１日～2024（令和６）年 6月 30 日 

（研究員…標準手話確定普及研究部、外国手話研究部、ろう教育研究部） 
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２．ろう教育研究部 資料 3-７ 

・2019 年度から検討を続けてきたろう児に対する発達検査（WISC-Ⅳ）について、ろ

う学校４校他に実施した「聴覚障害児向け WISC-Ⅳ実施マニュアル」試作のアンケ

ート結果をもとに９月 25 日（土）に第１回部会議をオンライン開催し、マニュアル

作成にむけた作業等を確認しました。 

・12 月 12 日（日）マニュアルに使用する映像の収録・資料作成しました。 

 

３．手話総合資料室 

・聾学校（奈良・山口・広島）提供図書４点を 2021 年９月 30 日に公開しました。 

・年２回の電子資料公開のため、現在資料室で保管している、「ろう学校記念誌」の公

開に向けて関係者に許可を依頼するなど作業を引き続き進めました。 

・愛媛県立松山聾学校と愛媛県立宇和特別支援学校に訪問予定でしたが、新型コロナ

感染症感染拡大を考慮し、延期となりました。 

・聾学校（愛知）提供図書 2 点を 2022 年 3 月 31 日に公開しました。 

 

４．出版事業 

（１）『手話・言語・コミュニケーション』（『手話コミュニケーション研究』改題） 

・『№10』の発行：２月発行しました。 

（２）ＰＨＰ研究所『手話の絵辞典』電子書籍化の契約をしました。 

 

５．監修・原稿執筆作業 

（１）一般財団法人全日本ろうあ連盟（ろうあ連盟）へ、さまざまな解説文の監修と提供

を行いました。 

・『新しい手話 2022 』 

ろうあ連盟よりコロナ禍の影響を考慮し 2021 年度の発刊を見送る決定がなされま

した。なお、継続性を考慮して「2022」と「2023」との合併号を発行することに

なりました。 

・日本聴力障害新聞（毎月３語） 

４月号～３月号 36 語+選挙用語特集 97語 

・季刊みみ（年４回） （各 6 語） 

『１７２号 夏号』、『１７3 号 秋号』、『１７4 号 冬号』、『１７５号 春号』 

・『きこえる人もきこえない人も災害から命を守るために』 

・『新型コロナウイルス関連用語ハンドブック 』 

（２）一般からの監修依頼 

・筑波技術大学（生田目研究室）「科学系博物館解説動画で使用する手話単語」 
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第４章 手話普及等関連事業 

コミュニケーションバリアフリーの実現を目指し、手話の普及等に取り組みました。 

 

第１節 第 19 回京都さがの手話まつりの開催 

手話の国民的普及と全国手話研修センターへの理解と認識を深めてもらうため、関係団体や

地元自治会・商店街の協力を得て「京都さがの手話まつり」を開催しました。2021 年度は

集合企画とオンライン企画の 2 本立てで計画しましたが、新型コロナウイルス感染拡大防

止のため、集合企画は中止としました。 

１． 集合企画（中止） 

（１） 実施予定日 2021年 8 月 7 日（土）11：00～15：00 

（２） 会場 全国手話研修センター １階～3 階 

（３） 内容 ①ふれあいステージ視聴コーナー ②模擬店 ③ゲームで楽しもう 

        ④手話がはじめての方いらっしゃい ⑤指文字しおり作り 

        ⑥手話まつり応援券＋抽選会 

（４）同日開催 嵯峨商店街主催「嵯峨嵐山夏祭り」（中止） 

２． オンライン企画 

（１）実施日 2021年 8 月 7 日（土）～8 日（日） 

（２）内容と参加数 

①オンラインふれあいステージを YouTubeで配信 視聴 845 回 

②オンライン応援券（8 月 7 日のオンライン抽選 2 回付き） 参加 35 人 

３．決算 赤字 26,042 円（応援券普及：276 枚、広告・協賛料：6 団体・個人） 

 

第２節 第 18 回さがの映像祭の開催 資料 4-1 

コミュニケーションバリアフリーの映像文化の創造と普及を図るため、聴覚障害者が制作

した映像コンクール、特別企画を内容とした「さがの映像祭」を開催しました。 

コロナウイルス感染拡大防止のため、今年度もオンラインで実施しました。 

１． 第 18 回映像作品コンクール 

（１） 応募 13 作品（審査会 2022 年 1 月 14 日に実施） 

（２） 映像配信：2022 年２月～3 月（目で聴くテレビ、YouTube） 

  YouTube チャンネルのべ視聴回数 10,400 回 

（３） 審査発表：2022 年 2 月 27 日（日） 

（４） 入賞作品：4 作品 

【大賞】「てとて」 制作：MiCHi（みち） 

【優秀賞】「手話と平和を愛したマイスター～樗澤加津人～」 

制作：千葉聴覚障害者センター 

【奨励賞】「共生～新たな世界への一歩～」制作：青森県立青森聾学校 高等部 

【深川勝三・睦賞】「Mr．D」 制作：Team ODEN（ちーむ おでん） 

２． 特別企画 

  実施計画：2022年 2 月 27 日（日）zoom にてオンライン配信しました。 

  内容：①大賞発表、審査員講評、大賞作品の上映 

②長谷川翔平さんによる手話弁士（「マル」「小さな５つの物語」）および 
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アフタートーク（長谷川翔平さん・伊藤徹也さん・コーディネーター村上信

次さん） 

３．助成金 京遊連社会福祉基金 20 万円  

 

第３節 ギャラリー展示の活用 資料 4-2 

聴覚障害者、関係者および京都府市民等の個人、グループの文化芸術活動を支援し、ギャ

ラリー展示を活用することで手話の普及、障害者の文化芸術活動を推進しました。 

（★は聴覚障害者・関係者の展示） 

研修センター寄贈作品展 …★4 月 

団体 …5 月・6 月・7 月絵画 9 月★造形作品 11 月・2 月★写真 

個展 …8 月★絵画 10 月写真・書画 12 月切り絵 3 月写真 

 

第４節 各種研修事業の実施 

該当事業なし 

 

第５節 講師派遣・施設案内等事業 

関係団体等の事業を推進するため、講師調整および講師の派遣を行いました。また、聴覚

障害者協会、手話サークルや学校、民生委員等からの依頼で施設案内・研修・見学に応じ

ました。緊急事態宣言解除後、徐々に申込が届きました。 

１．講演会講師派遣等（研修センター外） 

（１）講師派遣      1 件（京都栄養医療専門学校） 

２．施設見学・講演会 

（１）施設見学      ２件（手話サークル、民生児童委員協議会） 

（２）研修・講演会    0 件 

３．学校等の研修・見学等 

（１）修学旅行      １件（長崎県立ろう学校高等部 9人） 

（２）海外からの見学   0 件 

 

第６節 手話通訳者派遣事業 

  今年度はコーディネーター不在のため、各部署で事業に応じた派遣依頼、調整をしまし

た。 

 

第７節 クラウド研修にかかる強化事業 

 クラウドを利用し、在宅等で研修及び学習ができる教材等の充実に取り組みました。 

各種研修会クラウドの利用拡大を目指し、併せて法人の PR を図りました。 

 １．内容 

（１）「Let’s 手話！for キッズ」教材＆試験（小学生を対象とした手話学習） 

（２）「Let’s 手話！WEB 学習 5 級・4 級」（全国手話検定試験のための手話学習） 

（３） 手話通訳士・手話通訳者現任研修（遠隔地研修） 

（４） 手話通訳士試験対策研修（遠隔地研修） 

（５） 登録手話通訳者在宅 WEB 研修 
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（６） 講師リーダー養成研修（講師ブロック研修会「ウェブ研修」） 

（７） 講師養成連続講座 

（８）若年層の手話通訳者養成モデル事業「手話プラス～公開講座用手話学習教材～」 

（９）その他の研修（新入職員研修、ろう講師のための日本語研修など活用） 

 

第 8 節 出版事業 

１．『手話ってなんだろう？』手話パンフレット等の普及（2021年度普及数） 

『手話ってなんだろう？』   67 冊 ＊2018～2020 普及数 3,854 冊 

『手話通訳ってどんな仕事』  53 冊 ＊2018～2020 普及数 2,139 冊 

『What is‘Sign Language’?』4 冊 ＊2019～2020 普及数 72 冊 

『第 1 回全国ろうあ青年研究討論会参加者のシンポジウム DVD』27 枚 

＊2018～2020 普及数 610 枚 

     『コミュニケーションカード』18 枚  ＊2017～2020 普及数 2,215 枚 

 

２．手話奉仕員及び手話通訳者養成テキストに関する転載依頼等の処務 

 無料承諾９件 有料承諾 1 件 DVD 承諾 8 件 不承諾等 8 件 

 

第 9 節 その他の委託事業 

 向日市より動画作成の委託を受け、約 10 分×10 本の動画を制作しました。 

 動画テーマ「聞こえないこととは」「子育て」「医療」「交通」「防災」など 

 

第５章 講師リーダー養成研修事業（厚生労働省委託事業）資料 5-1・5-2 

厚生労働省からの委託を受けて 9 年目になる本事業は、地域の講習会で指導する講師の指

導力や講師団全体のレベルアップを目的とし、講習会で使える内容と実践的な研修を実施

しています。2021 年度も新型コロナウイルス感染予防の観点から、「ウェブ研修」と「実

技研修」を組み合わせて実施しました。 

１．研修方法 

（１）ウェブ研修（講義）…インターネットクラウドで講義や教材を視聴 約 3 時間 

（２）実技研修 …①集合研修 5 時間 

        ②Zoom 研修 3 時間 

        ※該当ブロックが①②のどちらかを選択 

２．研修内容 

（１）奉仕員講師・通訳者講師共通 

  ・全日本ろうあ連盟講義「ろう者を取り巻く情報・コミュニケーションに関する情勢

〜あるべき制度をめざして私たちがすべきこと〜」（ウェブ研修） 

  ・2020 年度奉仕員・通訳者養成状況報告（ウェブ研修） 

（２）奉仕員講師実技研修「映像を使う教材研究について」「奉仕員養成テキスト改訂版

について」 

（３）通訳者講師実技研修「読み取り通訳・聞き取り通訳学習の評価について」 
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３．各ブロック日程および受講者数 

ブロッ

ク 
北海道 東北 北信越 関東 東海 近畿 中国 四国 九州 

日程 
2/6 

zoom 

10/31 

zoom 

8/1 

zoom 

10/30 

集合 

2/19 

zoom 

12/12 

集合 

1/16 

zoom 

1/30 

zoom 

12/5 

集合 

場所 ― ― ― 群馬 ― 和歌山 ― ― 福岡 

奉仕員 132 人 28 人 35 人 45 人 25 人 32 人 37 人 38 人 36 人 

通訳者 50 人 12 人 11 人 13 人 12 人 7 人 12 人 14 人 10 人 

  

４．「ことばの仕組みⅡ手話言語」特別研修  受講者数 50 人 

2020 年度発行『手話通訳者養成のための講義テキスト改訂版』「ことばの仕組みⅡ

手話言語」を手話動画で配信後、12/25 に zoom 研修を行ないました。 

養成担当講師が手話言語で同講義内容を理解することを目的に実施しました。 

 

第６章 若年層の手話通訳者養成モデル事業（厚生労働省委託事業） 

 １．若年層の手話通訳者養成モデル事業委員会等の開催 

 （1）カリキュラム検討ワーキンググループ 

    第１回：８月１４日、第２回：１月３１日にオンラインで開催。コロナ禍の中、リモ

ートで行う講座のあり方や、統一試験受験に向けたカリキュラムの編成について討

議しました。  

（2）２０２２年度実施に向けた準備責任者会議 

２０２２年度より、東北福祉大学、山口県立大学、長崎純心大学を加えた４大学で

の実施に向け、11 月１８日に第１回準備責任者会議を開催しました。 

２月２４日に第２回準備責任者(担当者)会議を開催し、具体的な講座の進め方につい

て交流しました。 

 （3）検討委員会 

    3 月 15 日に開催し、2021 年度の総括と次年度の方向性について討議しました。 

 

 ２．龍谷大学におけるモデル講座の実施 資料 6-1・6-2・6-3 

ＷＥＢ動画配信と講座を組み合わせたカリキュラムを作成、実施。 

前期は、緊急事態宣言を受けて、第１回～８回はＺＯＯＭを活用したオンライン講座、

第９～１２回は対面講座で実施。後期も緊急事態宣言を受け、第１回～３回はオンラ

イン講座、第４回から対面講座で実施。 

 手話通訳講座では、今年度の手話通訳者統一試験の受験を目指してカリキュラムを 

見直すと共に、地域の実施団体と受験に向けた調整を図りました。 

（１）手話コミュニケーション講座 受講者２２名 内修了者（3/4 以上出席）１５名。 

   検定試験２級受験 １６名 全員合格。 

（２）手話通訳講座 受講者６名  全員修了（3/4 以上出席）。 

   手話通訳者全国統一試験 受験者１名。 

 

第７章 新テキスト開発事業（手話奉仕員養成テキスト） 

現行テキストを見直し、2019 年度より奉仕員テキストの改訂編集作業を進めています。
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改訂テキストに係る WEB 動画コンテンツの構築も進めました。 

手話奉仕員養成テキスト …2023 年 1 月発行予定 

１． 編集委員会 委員 7名 

第 5 回（zoom）5/9  第 6 回（zoom）8/22  第 7 回（zoom）1/30 

  主な議題・実技編の WEB 動画とテキストを対応させて作る方針の確認  

      ・実技編の発達段階表や教材仮収録動画の確認 

・講義編執筆者について協議 

    ・印刷業者によるページデザインや WEB 動画システムの選定 

２． 奉仕員養成テキスト編集作業部会 委員 10 名 

第 9 回（zoom）4/29   第 10 回（zoom）5/22   第 11 回（zoom）6/19 

第 12 回（zoom）7/22  第 13 回（zoom）8/28  

第 14 回（zoom）9/20  第 15 回（集合）10/23  

WEB 動画の仮収録 10/24、11/23、11/27 

第 16 回（zoom）12/14 第 17 回（zoom）1/15  

第 18 回（zoom）2/28   第 19 回（集合）3/26～27 

  主な議題・テキスト各講座の教材内容作成、確認、修正 

     ・WEB 動画の内容確認→仮収録→内容修正 

・教材モデル候補者についての協議、調整 

  ３．全日本ろうあ連盟出版・事業委員会との出版に関する懇談会（11/4、1/20、3/15） 

    議題：インターネット手話辞典や電子書籍の方向性、「新しい手話」イラスト、レッ

ツ手話!for キッズ普及状況、奉仕員養成テキストおよび WEB 動画コンテン

ツの利用方法・販路、今後のスケジュールについて意見交換をしました。 

 

第 8 章 行政機関に対する合理的配慮の推進 

障害者差別解消法及び改正障害者雇用促進法における合理的配慮を推進するため、下記の

事業について検討します。 

（1）行政用語の手話単語の検討等事業 

    本事業については、進展することができませんでした。 

住民が使用する用語、行政職員間で使用する用語について、2022年度 に整理し進め

ます。 

 

第 9 章 テレビ手話通訳者養成事業 

 視聴覚障害者への情報提供等の合理的配慮により、テレビ等メディアの情報保障を充実さ

せるため、テレビのニュース番組等が担当できる手話通訳者の養成を進めます。 

（１）「テレビジョン放送における手話通訳育成に関する研修会」に協力 

    2020（令和２）年度に引き続き 2021（令和３）年度も総務省より株式会社アステ

ムに委託され、協力することになりました。 

    2021（令和３）年度も、新型コロナウイルス感染症の影響を受け、集合研修でなく遠

隔研修となりました。 

    1 回目：2022 年 3 月５日（土）～６日（日）受講者数 18 名 

    2 回目：2022 年 3 月 20 日（日）～21 日（月・祝） 受講者数 15 名 
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第 10 章 厚生労働省障害者総合福祉推進事業 

「手話奉仕員及び手話通訳者養成事業の現状把握と課題整理事業」 資料 7-1 

  養成カリキュラムの今後のあり方を検討するにあたり、現在の養成課題や手話通訳者の能

力や課題等を整理することを目的に、障害者総合福祉推進事業に応募し、採択されました

ので事業を実施しました。 

 

１．アンケート調査 

現状を把握し課題を整理するため、養成事業及び登録手話通訳者アンケート調査を実施し

ました。 

（１）養成事業アンケート調査（1,788 自治体対象） 

    調査期間：2021（令和 3）年 9 月 27 日～10 月 31 日 

①手話奉仕員養成事業アンケート 

回答数：853 件 有効回答：84５件 回答率：47.3％  

   ②手話通訳者養成事業アンケート 

回答数：536 件 有効回答：521 件 回答率：29.1％ 

（２）登録手話通訳者アンケート調査 

    調査期間：2021（令和 3）年 9 月 27 日～11 月 15 日 

    回答数：3,113 件、有効回答：3,107 件 

 

２．検討委員会及びワーキンググループ会議開催 資料 7-2・7-3 

  事業実施にあたり、委員会及びワーキンググループ会議を開催しました。 

（１）手話通訳者等養成制度検討委員会 

（２）手話通訳者等養成制度調査検討ワーキンググループ 

（３）登録手話通訳者調査検討ワーキンググループ 

 

第３部 障害者福祉サービス事業 

 就労継続支援Ａ型事業所「就労支援センターとも」は、2020 年度に引き続き、新型コロ

ナウイルスの影響により、委託先の休館や業務の縮小があり、それに伴い、業務委託料の減額

がありました。雇用調整助成金制度の利用、在宅支援を実施することにより、国保連からの訓

練等給付金などの減額を最小限に抑えることができました。2022（令和４）年度にむけて、

視聴覚加算や重度加算が取れない現状の中、他の項目で加算が取れるように取り組みをしま

した。 

指定特定相談支援事業所「相談支援事業所とも」では、利用者の希望に沿って、円滑に障害

者福祉サービスの利用ができるように計画相談を進めてきました。就労に向けての相談だけ

でなく、生活面でのサービス利用希望も多く、多様な希望に基づいて、他の相談支援事業所や

サービス提供事業所との連携が増えています。 
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第 1 章 利用者（とも職員）の状況  資料 8-2・8-3 

2022（令和 4）年３月末の登録利用者（とも職員）は４５名（雇員除く）です。年間賃金

総支給額は、37,822,828 円となり、１名あたり平均月額 70,042 円を支給することが

できました。一般就労につながった利用者（とも職員）は 0 名です。 

 

第 2 章 事業内容 資料 8-1 

第 1 節 法人からの委託事業 

１．法人発行書籍、ＤＶＤ等映像の管理・発送業務実施しました。また、手話奉仕員養成

テキスト及び手話通訳者養成テキストⅠ・Ⅱ・Ⅲ、手話研究所発行の「手話・言語・コ

ミュニケーション」等の管理・発送を行ないました。 

 

第 2 節 自主事業 

１．アイアンドエフ・ビルディング株式会社からの委託業務 

（１）当法人宿泊施設（ホテルビナリオ嵯峨嵐山〈コミュニティ嵯峨野〉）における下記

の業務を実施しました。 

①施設内の清掃及びベッドメイキング業務 

②食器洗浄業務 

２．サイバーライン株式会社との共同経営 

京都テルサ東館１階にある「カフェラウンジ凛」でのサービス提供業務を実施しまし

た。 

３．清掃部門 

ぶらり嵐山、京都府庁（福利厚生センターおよび別館、福利厚生センター生協食堂ト

イレ）、京都府立洛南寮、京都府こども発達支援センター、京都府ゆめこうば事業（京

都府精神保健福祉総合センター、京都府高等技術専門校）、京都府立視力障害者福祉セ

ンター、京都市中京区総合庁舎および中京消防署の清掃業務を実施しました。 

４．書籍管理部門 

（１）一般社団法人全国手話通訳問題研究会の取扱書籍、ビデオ及びＤＶＤの管理・発送

業務を実施しました。 

（２）２０２１（令和３）年度における新規事業は、京都手話通訳問題研究会会報「轍」

の印刷業務を受託、実施しました。 

５．物品販売・製作部門 

ホテルビナリオ嵯峨嵐山（コミュニティ嵯峨野）館内の自動販売機４台の管理業務を

実施しました。 

６．事務管理部門 

利用者（とも職員）のタイムカードや業務状況等のデータ入力業務を実施しました。 

７．その他 

（１）全国手話研修センター後援会の印刷及び発送業務を実施しました。 

（２）手話奉仕員及び手話通訳者養成事業の現状把握と課題整理事業に係るアンケート

について、アンケート発送、データ入力、報告書発送業務を受託、実施しました。 
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（３）銅管処理業務を受託、実施しました。 

（４）京都市共生社会推進室分室の剪定業務を実施しました。 

 

第 3 節 障害者指定特定相談事業所とも 資料 8-4 

昨年度に引き続き、障害者総合支援法に基づいて、就労支援センターともの利用者（と

も職員）を主な対象として、新規採用時には「サービス等利用計画」を作成し、サービス

利用更新時には「サービス継続利用支援（モニタリング）」報告書の作成を行ないました。

また随時、利用者の日常的な相談に対応しています。 

※「サービス継続利用支援（モニタリング）」とは、「サービス等利用計画」に基づい

て利用者（とも職員）と面談し、実施状況を確認し評価をすることによって、よりよ

いサービス提供につなげていくためのものです。 

 

第４部 社会貢献事業 

第１章 生活困窮者自立相談支援事業の実施（亀岡市委託事業） 

１．事業内容 

   生活困窮者（生活保護受給者を除く）を対象に、就労その他自立に関する相談に応 

じ、必要な支援を行いました。202１年度は、前年度に引き続き、新型コロナウイル 

ス感染症の影響による生活困窮者の増加やその対策の一つとして実施されている社会 

福祉協議会の総合支援資金特例貸付の影響により、新規相談件数は、2019 年度まで 

の平均（130 件）と比べ、3.1 倍と増加しています。 

また、住居確保給付金についても、2020 年度に新型コロナウイルス感染症対策と 

して、要件が緩和された（解雇・失業に加え、減収となった者も対象となった）ことに 

伴い、新規申請（再申請含む）受付件数は 51 件と 2019 年度までの平均（5 件）と 

比べ、10.2 倍と大幅に増加しています。 

家計改善支援事業については、11 名の方に、ファイナンシャルプランナーとの面談 

を通じて、収入と支出のバランス、借入金返済や生命保険の見直し等について助言を 

行ないました。 

 

２．実施状況 

（１）生活困窮者に対する自立相談支援、就労支援等に係る相談業務、生活困窮者住 

居確保給付金支給申請受付及び社会福祉協議会の生活福祉資金（総合支援資金特 

例貸付）に係る状況確認に関する業務の実施。 

（２）制度説明会（研修）への出席 民生児童委員協議会 

（３）各種委員会・会議への出席（自殺対策委員会、絆ネットワーク会議等） 

（４）相談支援状況 

  ①新規相談受付件数    408 件（内、支援計画策定件数 78 件） 

  ②住居確保給付金受付件数  54 件 

  ③生活福祉資金      818 件 

  ④家計改善支援事業受付件数 11 件 

  ⑤一時生活支援事業      2 件 
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第 5 部 法人事業基盤の確立  

第 1 章 備品・機器の整備と運用 

第１節 事業備品の整備 

必要な備品については、順次最新の機器の導入・整備を図りました。 

１．事務所業務における情報処理機器および周辺機器 

クラウド研修拡充に伴い、映像データ保存用に外付けハードディスク(NAS)購入。 

検定試験事務局・亀岡相談支援センター複合機 リース契約。 

２．職員の柔軟で働きやすい環境づくりに向け10月よりテレワークの試行実施をしました。 

 

第２節 公的助成金の確保 

１．公益財団法人一ツ橋綜合財団から手話の指導、調査研究、手話検定事業に 500 万円 

の助成を 6 月末に受けました。 

２．全国手話研修センター後援会から 200万円の寄付を受けました。手話総合資料室の

運営資金として活用させていただきました。 

３．第 18 回さがの映像祭に、京遊連社会福祉基金から 20 万円の助成を受けました。 

４．新型コロナ感染対策関連では、労働局の雇用調整助成金が４月～3月末で 897万円。 

その他特定求職者雇用開発助成金、障害者雇用安定助成金で 305 万円、地域共生社会

実現サポート事業補助金で 50 万円を受けました。 

 

 第 3 節 パソコン・ネットワークの維持管理 

研修センターで使用するパソコン及びネットワーク、事業に関するデータを記録・保管

しているサーバー等についてよりよい環境の導入を検討するため、外部業者と懇談会を行

ないました。オンラインストレージサービス（Box）を新たに契約しました。 

 

第 2 章 事業推進体制の確立 

第１節 職員の資質向上 

職員の質と知識の向上を図るため、次のことを行ないました。 

１．全職員対象の社内講演・研修 

 2021 年 4 月 1 日 黒﨑理事長から職員に対して講話 

 2022 年 1 月 4 日・5 日 小出常務理事から職員に対して講話 

２．外部研修会への参加促進  資料９ 

 

第 2 節 職員の健康管理 

１．2021 年度定期健康診断、頸肩腕腰痛検診の実施。 

２．ストレスチェックの実施  

※上記１．２結果は京都上労働基準監督署へ提出 

３．健康講座 10 月 19 日実施 18 名参加 

「正しい姿勢で健康に！インナーマッスルを鍛えよう！美ボディをゲット♪」 

４．衛生活動の推進 衛生委員会の定期開催、産業医との面談 

 

第３節 関係団体との交流 

10 月 8 日「事業と運動の統一的発展をめざす近畿合同機構」主催の経営交流会にオ 

ンラインで４名出席 
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第４節 法人事業のＰＲ強化 

研修センターについて広く PR し、実施事業について情報提供を図りました。 

１．研修センターとして一体感のある SNS 発信、ホームページのリニューアルのため

部署を横断したホームページ作成チームを発足しました。 

 （１）チーム会議 ①11 月 5 日 ②12月 15 日 

（２）経過 2022年 4 月 全国手話検定試験サイトをリニューアル 

2021～2022 年度にかけて法人全体のリニューアルに向け協議 

２．日本聴力障害新聞 4～3 月号「全国手話研修センターだより」での事業 PR 

   ３．「全国手話研修センター」、「亀岡市生活相談支援センター」の紹介パンフレットの 

活用 

   ４．京・福祉の研修情報ネット（京都市社会福祉協議会運営）へ研修等の情報アップ 

５．研修会等の利用 

    各研修会において、事業のお知らせやイベントチラシ等を配付しＰＲを行いました。 

 

 

第３章 法人事業新運営方針等の作成 

第 1 節 法人事業新方針の検討 

   経営再建に向けた 5 カ年重点事業計画（案）を、2022 年度より理事会・事業企画委

員会に諮り、2023 年度実施予定で進めます。 

 

 

第４章 社会福祉法人全国手話研修センター記念事業 

第 1 節 20 周年記念事業 

   全国手話研修センター法人設立（2002 年 1 月 31 日法人格取得）から 20 周年を迎

えるにあたり、課長会議で記念事業の計画を討議し、第 5 回理事会で承認されました。 

・前章の５カ年重点事業計画案の策定 

・20 周年記念誌「法人 20 周年の歩み（仮称）」の発行 

・法人ホームページのリニューアル 

・法人設立 20 周年記念式典の開催（新型コロナ感染症の状況を鑑み判断） 

 

 

第５章 全国手話研修センター後援会事務の受託 

第 1 節 会員関係事務 

１．後援会会計の適正執行 

  会費の納入管理及び経理規程を厳守した予算を執行しました。 

   2020 年度期末監査 5 月 31 日郵送にて完了 

2021 年度中間監査 10 月 23 日郵送にて完了 

  2022-2023 年度の新役員について 3団体選出 
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２．会員証の発行 

 会員数 後援会費 

2021 年度 3,422 人 4,578,000 円 

2020 年度 3,111 人 3,853,000 円 

差異 311 人 725,000 円 

 

第２節 後援会の機関会議開催 

1．運営委員会の開催 6 月 5 日（遠隔） 

２．幹事会の開催 第 1 回 6 月 5 日（遠隔） 第 2 回 11 月 20日（遠隔） 

３．三役会議の開催 5 月 12 日、8 月 10 日、10 月 27 日、11 月 20 日、 

1 月 17 日、3 月 30 日 

 

 第３節 広報 

1．「2021 年度後援会ニュース」発行 第 1 号（7/20） 第 2号（12/20） 

２．2021 年度版後援会説明スライド作成 

３．「研修センターだより」通算第 2 号（2022 年 3 月発行）2021 年度会員に送付 

４．後援会ブログを随時更新。 

５．後援会リーフレット 2022 年度の全面リニューアルに向け準備しました。 

表紙は現リーフレット中面イラストを描いてくださった持田隆彦氏に依頼。 

６．手話総合資料室運営資金等への寄付金贈呈 

  2022 年 2 月 26 日第 2 回法人評議員会の開催前に、全国手話研修センター後援会

からの寄付金贈呈が行なわれました。当日は、清田会長から研修センター黒﨑理事長

に寄付金目録が渡されました。                
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【手話通訳士現任研修カリキュラム】 

 

①【講義研修】   

※インターネットを活用し、自宅等で学習していただきます。ご都合の良い時間に、繰り返しご視聴いただくこ

とができます。配信開始 2021年 9月 1日（予定）～配信終了 2022年 3月 31日 

2021 

年度 

災害に関する制度の知識と気象用語について 1.5H 

国立障害者 

リハビリテーションセンター学院 

手話通訳学科 教官 江原 こう平氏 

東日本大震災から１０年の節目に 1.5H 
宮城県聴覚障害者情報センター 

施設長  松本 隆一 氏 

手話通訳者のメンタルヘルスケアについて 2H 
大阪社会医学研究所 

 重田 博正 氏 

コロナ禍の首長記者会見における手話通訳に 

ついて 
1.5H 

一般社団法人 日本手話通訳士協会 

副会長  高井  洋 氏 

ICTと手話通訳 1.5H 
一般社団法人 全国手話通訳問題研究会 

理事   宮澤 典子 氏 

②【実技研修】（5H） オンライン講座（ZOOM） 

「新しい生活様式における手話通訳と手話通訳士倫理綱領について」 

 

【手話通訳者現任研修カリキュラム】 

 

①【講義研修】 

配信開始 2021年 9 月 1日（予定）～配信終了 2022年 3 月 31日 

 

     

 

 

 

 

 

 

 

 

   

  

②【実技研修】 

   配信開始 2021年 9月 1日（予定）～配信終了 2022 年 3月 31日 

・実技演習（読み取り・聞き取り） 

※教材映像を視聴し、各自で演習に取り組んでいただきます。 

2021 年

度 

私たちの求める手話通訳制度と課題 
一般財団法人全日本ろうあ連盟 

理事 中西 久美子 氏 

コロナ禍における医療現場の通訳の現

状と問題点 

一般社団法人全国手話通訳問題研究会 

健康対策部長 伊藤 利明 氏 

シンポジウム「手話通訳の実際」 

基調講演 「わが国のコミュニケーション施策の現状と展望（仮題）」 

厚生労働省 社会・援護局障害保健福祉部 企画課 自立支援振興室 

室長補佐 今井 貴士 氏 

基調報告 一般社団法人全国手話通訳問題研究会 副会長 近藤 幸一 氏 

実践報告  登録手話通訳者 荻島 洋子 氏 

     石川県聴覚障害者センター 施設長 藤平 淳一 氏 

資料 1－1 

 

資料 1－２ 
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資料１－３

3/1更新

14：40～16：10 90 モデル

16：20～17：20 60 討議

9：30～11：00 90 模擬

11：15～12：15 60 討議

13：15～14：45 90 模擬

15：00～16：00 60 討議

13：00～14：30 90 モデル

14：45～15：45 60 討議

16：00～17：30 90 模擬

17：45～18：45 60 討議

9：30～11：00 90 模擬

11：15～12：15 60 討議

14：00～15：30 90 モデル

15：45～16：45 60 討議

12：15～13：45 90 模擬

14：00～15：00 60 討議

15：15～16：45 90 模擬

17：00～18：00 60 討議

10：15～11：45 90 モデル

12：00～13：00 60 討議

14：00～15：30 90 模擬

15：45～16：45 60 討議

12：15～13：45 90 模擬

14：00～15：00 60 討議

16：00～17：30 90 模擬

17：45～18：45 60 討議

9：15～10：45 90 模擬

11：00～12：00 60 討議

13：30～15：00 90 模擬

15：15～16：15 60 討議

12：00～13：30 90 模擬

13：45～14：45 60 討議

15：45～17：15 90 模擬

17：45～18：45 60 討議
広島県聴覚障害
センター

9：15～10：45 90 模擬

11：00～12：00 60 討議

12：45～14：15 90 模擬

14：30～15：30 60 討議

第　37　講座 ろう者の手話スピーチを見ましょう 広島県健康
福祉セン
ター第　38　講座 みんなで話し合ってみましょう

集
合
研
修
　
／
　
第
5
回

4/23
（土）

第　33　講座 意味に合った手話 広島県健康
福祉セン
ター

第　36　講座 基本文法のまとめ　２

4/24
（日）

第　24　講座 ②位置・方向（その場にいない第三者を含んで） 広島県健康
福祉セン
ター第　31　講座 指の代理的表現

集
合
研
修
　
／
　
第
4
回

3/19
（土）

第　21　講座 ③具体的表現（動き） 広島県聴覚
障害セン
ター第　23　講座 ①位置・方向（一対一で）

3/20
（日）

第　19　講座 ①表情・強弱・速度

第　20　講座 ②具体的表現（様子や形）

集
合
研
修
　
／
　
第
3
回

12/25
（土）

第　16　講座 学校のことを話しましょう

第　17　講座 職場のことを話しましょう

12/26
（日）

第　12　講座 一年のことを話しましょう

11/21
（日）

第　13　講座 パーティのことを話しましょう

第　15　講座 病院のことを話しましょう

広島県聴覚
障害者セン

ター第　8　講座 住所を紹介しましょう

集
合
研
修
　
／
　
第
2
回

11/20
（土）

第　11　講座 一ヵ月のことを話しましょう

広
島
県
聴
覚
障
害
者
セ
ン
タ
ー

名前を紹介しましょう

10/24
（日）

第　4　講座 家族を紹介しましょう

会場

集
合
研
修
　
／
　
第
1
回

10/23
（土）

受付
広島県健康
福祉セン
ター

オリエンテーション

第　3　講座

2021（令和3）年度手話奉仕員養成担当講師連続講座＜広島会場＞

回 日程 時間 配分 科目 内　　容
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●手話通訳者【手話通訳Ⅰ】養成担当講師連続講座

1

2

3 第１～第7講座 基本文法の復習

4 第8～第12講座 通訳学習に入る前に、身近な場面通訳

5 第13～第16講座 要約

6 第17～第21講座 読み取り通訳

7 第22～第23講座 手話を見て要約

8 第24～第28講座 聞き取り通訳

9 第29～第32講座 場面通訳　

●手話通訳者【手話通訳Ⅱ】養成担当講師連続講座

1

2

第１～第２講座 話のポイントをつかもうⅠ～話を聞いて要約しよう～

第３～第５講座 話のポイントをつかもうⅡ～手話を見て要約しよう～

第６～第９講座 やってみよう・手話通訳Ⅰ～読み取り通訳をしよう～

第10～第13講座 やってみよう・手話通訳Ⅱ～聞き取り通訳をしよう～

やってみよう・手話通訳Ⅲ～場面通訳をしよう～

「事例検討」学習

お互いを理解するためにⅠ・Ⅱ

ロールプレイを理解するために

※1講義あたり90分程度の内容になります

第28～第30講座6

※1講義あたり90分程度の内容になります

改訂「手話通訳養成Ⅰ」テキストの概要とポイント

改訂「手話通訳養成Ⅱ」テキストの概要とポイント

指導計画(指導案)の作成ポイント（手話通訳【Ⅰ】【Ⅱ】共通）

5

3

指導計画(指導案)の作成ポイント（手話通訳【Ⅰ】【Ⅱ】共通）

4

第14～第27講座

資料１-４
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回 日程 会場

11：15～11：45 受付

11：45～12：00 オリエンテーション

12：00～13：30 1.5ｈ 講義

13：40～15：10 1.5ｈ 講義

15：30～17：00 1.5ｈ モデル

17：10～18：10 1.0ｈ 討議

9：30～11：30 2.0ｈ 講義

12：30～14：00 1.5ｈ モデル

14：10～15：10 1.0ｈ 討議

12：00～13：30 1.5ｈ 模擬

13：40～14：40 1.0ｈ 討議

15：00～16：30 1.5ｈ 模擬

16：40～17：40 1.0ｈ 討議

9：30～11：30 2.0ｈ 講義

12：30～14：00 1.5ｈ 講義

14：10～15：10 1.0ｈ 講義・討議

11：30～14：00 2.5ｈ モデル 第5講座
手話通訳実習（実習前学習）

　実習前に「講演場面」

14：15～16：15 2.0ｈ モデル 第6講座 手話通訳実習（現場実習）

16：30～18：00 1.5h 討議 第5・6講座

9：00～11：30 2.5ｈ 模擬 第7講座
手話通訳実習（実習前学習）

　実習前に「会議場面」

12:30～14:30 2.0ｈ 模擬 第8講座 手話通訳実習（現場実習）

14：45～16：15
1.5h

→0.5ｈ
討議 第7・8講座

11:30～14：00 2.5h 模擬 第9講座
手話通訳実習（実習前学習）

　実習前に「面接（診察）場面」

14:15～16：15 2.0ｈ 模擬 第10講座 手話通訳実習（現場実習）

16：30～18：00 1.5ｈ 討議 第9・10講座

9：30～10：30 1.0ｈ 討議 第7・8講座

10：45～11：30 0.75ｈ 討議 通訳場面の作り方 グループ討議

12：30～14：30 2.0ｈ 討議 講座のまとめ

修了式

第

4

回

静

岡

県

総

合

社

会

福

祉

会

館

シ

ズ

ウ

エ

ル

3/21

（月祝）

3/20

（日）

2021（令和3）年度　手話通訳【Ⅲ】養成担当講師連続講座カリキュラム＜静岡会場＞

静

岡

県

総

合

社

会

福

祉

会

館

シ

ズ

ウ

エ

ル

静

岡

市

民

文

化

会

館

11/28

（日）

第5～10講座　手話通訳実習

　　　　～実習前学習・現場実習～

派遣の流れとコーディネーターの仕事

報告書の役割

実習場面の作り方

第

3

回

12/11

（土）

12/12

（日）

10/31

（日）

第2～４講座　事例検討とロールプレイ

第2講座 事例検討とロールプレイ 1

第

2

回

11/27

（土）

第3講座 事例検討とロールプレイ 2

第4講座 事例検討とロールプレイ 3

福島 内　　容

第

1

回

10/30

(土）

『手話通訳Ⅲ」テキスト・指導書の概要とポイント

※自宅学習の活用方法についても説明

第１講座「通訳のやり方・あり方を考えよう

第1講座 通訳のやり方・あり方を考えよう

資料1-5 
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2021（令和 3）年度 手話奉仕員養成担当講師連続講座＜講義編＞カリキュラム 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2021（令和 3）年度 手話通訳者養成担当講師連続講座＜講義編＞カリキュラム 

№ 講義テーマ 講師名 

1 手話通訳の心構え 一般社団法人全国手話通訳問題研究会東京支部 

運営委員  江原 こう平 氏 

2 ソーシャルワーク概論 一般社団法人日本聴覚障害ソーシャルワーカー協会 

精神保健福祉士・社会福祉士  稲 淳子 氏 

3 手話通訳の理念と仕事Ⅰ 一般社団法人全国手話通訳問題研究会 

副会長  近藤 幸一 氏 

4 手話通訳の理念と仕事Ⅱ 一般社団法人全国手話通訳問題研究会 

副会長  近藤 幸一 氏 

5 厚生労働省のカリキュラムの考え方について 

※手話奉仕員養成・手話通訳者養成共通 

社会福祉法人全国手話研修センター 

常務理事  小出 新一 氏 

6 障害者福祉概論 元筑波大学大学院教授 

奥野 英子 氏 

7 手話通訳者登録制度の概要 石川県白山市健康福祉部障害福祉課 

課長  門倉 美樹子 氏 

 

№ 講義テーマ 講師名 

1 聴覚障害の基礎知識 一般財団法人全日本ろうあ連盟 

理事  小中 栄一 氏 

2 障害者福祉の基礎 立命館大学 産業社会学部  

非常勤講師  柴田 浩志 氏 

3 聴覚障害者活動と聴覚障害者福祉制度 一般財団法人全日本ろうあ連盟 

理事長  石野 富志三郎 氏 

4 ボランティア活動 大谷大学 

教授  志藤 修史 氏 

5 厚生労働省のカリキュラムの考え方について 

※手話奉仕員・手話通訳者養成共通 

社会福祉法人全国手話研修センター 

常務理事  小出 新一 氏 

6 手話の基礎知識 社会福祉法人全国手話研修センター 

日本手話研究所 所長  髙田 英一 氏 

7 聴覚障害者の生活 調整中 

資料 1-6 

資料 1-7 
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2021（令和3）年度 「手話通訳者全国統一試験」 実施状況一覧

　 都道府県 申込者数
辞退者・
欠席者数

受験者数 合格者数 　 都道府県 申込者数
辞退者・
欠席者数

受験者数 合格者数

1 北海道 53 2 51 8 33 和歌山県 18 0 18 5

2 札幌市 22 1 21 8 34 鳥取県 11 1 10 2

3 青森県 28 4 24 3 35 島根県 12 2 10 2

4 岩手県 9 1 8 2 36 岡山県 36 0 36 7

5 宮城県 20 0 20 10 37 広島県 78 2 76 16

6 秋田県 15 1 14 1 38 山口県 20 1 19 5

7 山形県 14 1 13 1 39 徳島県 15 2 13 1

8 福島県 36 3 33 8 40 香川県 12 0 12 3

9 茨城県 12 0 12 2 41 愛媛県 23 2 21 4

10 栃木県 24 1 23 12 42 高知県 18 2 16 3

11 群馬県 38 1 37 2 43 福岡県 29 3 26 3

12 埼玉県 89 6 83 25 44 福岡市 14 0 14 3

13 千葉県 46 4 42 8 45 佐賀県 12 1 11 5

14 東京都 136 7 129 31 46 長崎県 31 3 28 2

15 神奈川県 30 1 29 5 47 熊本県 10 0 10 1

16 川崎市 10 0 10 2 48 大分県 15 0 15 5

17 横浜市 28 1 27 5 49 宮崎県 21 2 19 4

18 山梨県 6 0 6 1 50 鹿児島県 41 7 34 0

19 新潟県 30 3 27 10 51 沖縄県 28 0 28 2

20 長野県 17 0 17 2 合計 1,531 87 1,444 295

21 岐阜県 42 4 38 6

22 富山県 9 0 9 2 合格率 20.43%

23 石川県 14 1 13 3 受験者数

24 福井県 23 0 23 4  2021 年度 1,444 名

25 静岡県 52 1 51 12  2020 年度 1,348 名

26 愛知県 63 4 59 9 対前年度比 107.1%

27 三重県 23 0 23 6

28 滋賀県 29 2 27 4

29 京都府 49 5 44 8

大阪府

30 堺市 17 1 16 4

31 兵庫県 90 2 88 16

32 奈良県 13 2 11 2

資料21-8 
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手話通訳者全国統一試験　地域別合格者数 一覧 （単位：人）

　 都道府県 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 累計

1 北海道 11 7 13 11 23 30 14 11 6 15 22 10 11 18 15 8 225

2 札幌市 8 2 4 4 10 5 2 10 4 1 1 1 0 6 1 5 2 8 74

3 青森県 3 2 0 5 3 1 2 0 5 5 6 5 3 3 8 1 5 7 5 3 72

4 岩手県 8 10 10 2 10 4 0 3 3 3 2 5 2 1 3 3 3 0 6 1 2 81

5 宮城県 1 4 4 6 7 3 1 6 7 1 2 3 1 5 2 2 6 3 7 10 81

6 秋田県 0 2 3 4 3 1 3 2 1 9 0 1 1 0 0 1 2 2 5 1 41

7 山形県 14 2 3 2 2 0 7 1 3 4 3 3 0 1 0 0 0 4 2 1 52

8 福島県 5 9 9 3 5 6 3 3 5 6 4 13 8 79

9 茨城県 6 10 3 2 7 13 11 3 0 1 10 4 4 5 1 2 82

10 栃木県 6 3 5 9 4 1 2 1 4 3 8 4 8 2 12 72

11 群馬県 2 3 2 3 2 5 5 9 7 0 4 4 4 6 0 1 4 3 2 66

12 埼玉県 14 17 23 9 6 13 15 6 14 23 24 28 25 217

13 千葉県 21 31 7 16 12 14 24 12 21 11 8 16 13 13 8 227

14 東京都 5 13 1 13 0 22 28 11 17 15 15 8 14 28 46 * 31 267

15 神奈川県 25 16 18 8 15 3 10 19 6 2 7 8 10 14 11 11 12 5 200

16 川崎市 11 13 6 4 1 3 3 7 3 3 4 6 2 3 3 3 1 2 78

17 横浜市 57 12 18 8 10 7 13 8 8 7 5 10 4 7 12 6 1 5 198

18 山梨県 4 2 1 7 4 3 3 1 0 1 1 0 1 3 1 2 1 35

19 新潟県 8 6 4 3 4 7 5 4 13 11 8 10 83

20 長野県 7 10 2 5 1 7 12 3 7 2 2 1 3 3 2 6 2 75

21 岐阜県 2 2 4 3 0 1 4 4 8 6 34

22 富山県 2 0 1 1 4 8 1 6 1 6 3 3 5 0 0 2 1 3 3 3 2 55

23 石川県 7 12 3 3 0 2 4 3 5 6 2 3 50

24 福井県 9 7 2 4 2 2 2 2 4 5 2 4 1 3 2 1 4 8 0 4 68

25 静岡県 3 5 3 16 21 26 7 10 3 19 14 16 8 3 7 6 5 24 18 * 12 226

26 愛知県 44 10 6 19 36 12 21 2 27 31 15 7 3 10 6 5 4 5 17 9 289

27 三重県 4 0 10 4 2 11 3 6 4 1 6 2 6 3 3 5 6 4 6 86

28 滋賀県 5 2 2 7 7 9 15 0 9 13 3 4 6 0 2 3 5 3 6 4 105

29 京都府 15 9 4 3 20 20 11 18 9 21 18 9 12 3 17 23 8 12 12 12 8 264

大阪府 0

30 堺市 2 4 6

31 兵庫県 51 49 22 20 28 8 19 9 16 15 19 26 24 17 16 339

32 奈良県 14 1 11 9 12 5 9 3 8 14 7 9 2 6 3 7 4 10 2 2 138

33 和歌山県 5 5 2 4 5 3 2 2 3 3 2 5 6 0 5 52

34 鳥取県 1 3 2 3 3 3 4 2 11 1 1 4 4 3 2 47

35 島根県 14 16 3 5 2 7 1 6 6 1 1 1 2 5 0 0 3 3 2 78

36 岡山県 7 9 7 9 3 4 5 8 6 3 5 4 6 5 6 7 5 3 7 109

37 広島県 27 7 8 8 6 6 7 13 18 18 7 12 15 18 10 17 15 22 12 16 262

38 山口県 8 10 20 1 6 4 1 4 0 4 6 4 0 1 3 4 5 2 1 8 5 97

39 徳島県 9 5 7 2 3 4 0 6 5 0 1 2 1 1 2 1 3 2 1 55

40 香川県 11 2 5 3 3 0 3 0 2 6 2 2 2 3 2 2 2 0 3 3 56

41 愛媛県 27 8 1 0 10 11 4 5 3 9 11 0 1 0 4 1 3 2 3 3 4 110

42 高知県 8 13 0 11 5 2 7 5 8 1 0 5 2 0 7 4 3 81

43 福岡県 11 19 6 11 23 1 9 10 6 13 8 0 2 0 8 6 4 3 140

44 福岡市 9 6 21 6 12 4 5 4 1 13 8 5 15 4 7 3 6 3 2 4 3 141

45 佐賀県 7 2 1 4 0 3 2 2 1 2 0 3 1 4 4 5 3 5 5 54

46 長崎県 9 12 4 6 12 6 6 5 7 12 5 9 0 13 7 3 4 8 1 2 131

47 熊本県 13 2 2 1 1 4 1 2 1 3 2 3 1 1 2 2 0 3 4 0 1 49

48 大分県 4 1 0 1 1 0 2 1 4 9 1 4 3 2 4 3 3 2 6 5 56

49 宮崎県 10 7 5 4 2 12 4 12 2 7 2 5 8 3 5 6 5 1 7 8 4 119

50 鹿児島県 6 8 3 15 11 5 8 1 9 7 1 1 2 8 9 2 1 3 4 0 104

51 沖縄県 15 17 3 8 8 9 2 3 8 3 5 2 6 9 2 100

109 220 156 227 280 332 251 403 177 428 486 242 277 177 292 247 232 316 377 282 295 5,806

387 618 621 839 894 1,093 1,455 1,420 1,495 1,584 1,507 1,471 1,554 1,504 1,618 1,713 1,800 1,762 1,881 1,348 1,444 28,008

28.17% 35.60% 25.12% 27.06% 31.32% 30.38% 17.25% 28.38% 11.84% 27.02% 32.25% 16.45% 17.82% 11.77% 18.05% 14.42% 12.89% 17.93% 20.04% 20.92% 20.43% 20.73%

*ｺﾛﾅ不参加

合格者数

合格率

受験者数

%

10%

20%

30%

40%

0

100
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 資料 1-10  

2021（令和３）年度手話通訳者現任研修【手話通訳技能認定試験（手話通訳士試験）対策】 

 

<視聴可能な講義>※ 2020年度と同じ内容になります 

 

講義テーマ 2021年度 2020年度 2019年度 2018年度 

障害者福祉の基礎知識 
 

2020年度と

同じ内容を 

配信します 

 

 

奥野英子氏 木下武徳氏 川根紀夫氏 

国語 河野光将氏 河野光将氏 
長野秀樹氏 

河野光将氏 

聴覚障害者に関する 

基礎知識 
相川浩一氏 小中栄一氏 土田昌作氏 

手話通訳のあり方 小椋英子氏 
本名信行氏 

水野真木子氏 

本名信行氏 

水野真木子氏 

 

【実技研修】2021年 8月 1日（日） 動画配信開始 

実技演習（読み取り・聞き取り） 
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2021（令和3）年度 「ろう講師のための日本語研修」実施要項 
 
１ 目  的  手話講習会等において指導をする際に必要な日本語のレベルアップ研修 

を行うことにより、ろう講師の指導者としての資質の向上を目的とします 

 

２ 主  催  社会福祉法人 全国手話研修センター 

 

３ 学習方法 WEB動画視聴（講義＆映像教材）と『課題』提出及びオンライン（Zoom）によるワークショ

ップ【3回 ①12/5（日） ②12/19（日） ③1/10（月・祝）】により学びます 

 

４ 参加対象 手話講習会等を担当するろう講師 

 

５ 内  容  手話を通して日本語の力を高めるとともに、養成講座テキストに掲載されている日本語 

文章の理解を深め、指導力向上を図ります 

        

（１）Web動画視聴「手話で学ぶ日本語学習」①～③を見て学びます 

＊視聴開始は11月22日（月）の予定 

 

（２）「手話で学ぶ日本語学習」①～③に関する『課題』を講師に提出します 

 

（３）『課題』提出後にオンラインによるワークショップ（3回）に参加します 

 

（４）Web講義動画「テキストの日本語を読む」を見て学びます 

            ＊養成講座テキストの詳しく学びたい部分を分かりやすく解説 

 

＊Web動画視聴方法、『課題』の内容と提出方法、オンライン（Zoom）利用に関する詳 

細は、お申込み頂いた方に個別にお知らせします 

  

６ 講  師    大杉  豊氏    （筑波技術大学 教授） 

早瀬 憲太郎氏  （学習塾早瀬道場 塾長） 

小中 栄一氏    （全国手話研修センター 事務局次長） 

 

７ 定  員  ３０名 

 

８ 申込方法 当研修センターホームページの「申込フォーム」からお申込みください。        

          

９ 申込締切 ２０２１(令和３）年１１月１５日（月）必着  

 

１０ 研修費   １０，０００円 ２０２１(令和３）年１１月１５日（月）必着 

＊お振込み先口座 ゆうちょ銀行 記号：１４４２０ 番号：３７０９４４１１ 

口座名義：社会福祉法人全国手話研修センター 

＊振込後のキャンセルについては返金できませんので予めご了承ください 

 

１１ お問合せ 社会福祉法人全国手話研修センター人材養成課  

〒616-8372 京都市右京区嵯峨天龍寺広道町3-4 

TEL:075-873-2646 FAX:075-873-2647 E-mail:jinzai2@com-sagano.com 

 

資料１－１１
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2021（令和3）年度 
 
『ろう講師のための日本語研修』 カリキュラム 

 
※内容を変更する場合があります。 

 内   容      期  日 

（１） 

 
 
 
「手話で学ぶ日本語学習」① 

 
Web動画視聴   
    
   ＋ 

 
『課題』 

 
視聴期間 

    11月22日～30日 
 

 
『課題』提出締切日 

12月1日 
 
ワークショップ① 
 

 
オンライン 

（Zoom） 

 
１２月５日（日）  

（２） 

  
 
 
「手話で学ぶ日本語学習」② 

 
Web動画視聴   
    
   ＋ 

 
『課題』 

 
視聴期間  

12月6日～14日 
 

 
『課題』提出締切日 

12月15日 
 
ワークショップ② 
 

オンライン 
（Zoom） 

 
１２月１９日（日） 

（３） 

 
 
 
「手話で学ぶ日本語学習」③ 
 

 
Web動画視聴   
    
   ＋ 

 
『課題』 

 
視聴期間 

12月20日～1月4日 
 

 
『課題』提出出締切日 

1月5日  
 
ワークショップ③ 
 

オンライン 
（Zoom） 

 
１月１０日（月・祝） 

＊ワークショップは3回とも１０：００～１２：００ 

 

（４） 

講義 

「テキストの日本語を読む」 

 

Web動画視聴 視聴期間 未定 
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２０２１（令和３）年度 聴覚障害者関係施設等職員対象 

新入職員研修 開催要項 
 

１ 趣旨・目的 

重度重複聴覚障害者施設、高齢聴覚障害者施設、聴覚障害者情報提供施設等の

聴覚障害者施設、共同作業所、および聴覚障害者団体における、現職経験 3 年未

満の職員に対し、聴覚障害者福祉の理念やろうあ運動の歴史など、職務に必要な

基礎知識を習得させるとともに、全国の職員との交流により、職員の自覚・自立・

自発のきっかけを作ることを目的とします。 

 

２ 主 催 

社会福祉法人 全国手話研修センター 

 

３ 内 容   

（１）オンラインによる講義 （必須・定員無し） 

2021（令和 3）年 10 月 1 日（金）～10 月 31 日（日） 

※上記期間内であれば、ご都合の良い時間に講義を繰り返し視聴いただ

けます。視聴に必要なパスワード等は受講決定通知にてお知らせします。 

 

（２）オンラインによる交流会（任意・定員有り・先着順） 

     2021（令和 3）年 10 月 28 日（木） 

     午前の部 10：30～12：00（定員 20 名） 

     午後の部 13：30～15：00（定員 20 名） 

     ※Zoom によるオンライン交流会です。参加は任意です。 

午前の部、午後の部のいずれに参加をご希望されるか、申込書に 

ご記入をお願い致します。詳細は受講決定通知にてお知らせします。 

 

４ 講 義 

①「ろうあ運動の理念と取り組みの変遷」                 

講師 一般財団法人全日本ろうあ連盟    理事長 石野 富志三郎 氏 

②「事業と運動の関わりについて」 

講師 社会福祉法人全国手話研修センター 事務局次長 小中 栄一 氏 

③「情報保障をめぐる情勢と課題」 

講師  一般社団法人全国手話通訳問題研究会  副会長 近藤 幸一 氏 

 ④「福祉実践を通して求められる職員像とは（仮題）」 

講師  社会福祉法人京都聴覚言語障害者福祉協会 

地域福祉統括事業部  市町村支援部長 木村 公之 氏 

⑤「新入職員として周りから信頼される働き方」 

講師 オフィス・スキッパー                 代表 荒木 真由美 氏  

  ※手話通訳、字幕を挿入した講義映像です。 

※1 講義あたり 90 分程度を予定しております。 

※内容は変更となる場合がございます。あらかじめご了承ください。 

 資料1-12
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５ 対象者 

聴覚障害者関係施設等職員（現職経験年数 3 年未満の者） 

 

６  受講料 

15,000 円／1 名 

  ※交流会参加の有無にかかわらず、上記の受講料となります。 

 

７ 申込方法 

（１）受講希望者は「申込書（個人用）」「自己紹介シート」を記入の上、所属

長に提出してください。 

（２）所属長は「申込書（職場集約用）」に受講希望者名を集約の上、「申込書 

（個人用）」「自己紹介シート」を添付し、全国手話研修センターに郵送

してください。 

申込締切日 9 月 6 日（月）郵送必着 

（３）受講決定通知を 9 月 13 日（月）にメールで送付します。 

申込書に必ずメールアドレスをご記入いただきますよう、お願いします。 

 

※ お申込みに必要な用紙は、いずれも全国手話研修センターHP からダウン

ロードすることができます。 

 

８ お支払い方法 

口座振込となります。振込先は受講決定通知にてお知らせします。 

 

９  課題提出 

  受講後、アンケートをご提出いただきます。 

  様式は受講決定通知と併せてメールで送付します。 

 

１０ 問い合わせ先  

社会福祉法人 全国手話研修センター 人材養成課 

   〒616-8372 京都市右京区嵯峨天龍寺広道町 3-4 

   TEL:075-873-2646  FAX:075-873-2647 

   E-mail: jinzai2@com-sagano.com 

URL  ：http://www.com-sagano.com 
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２０２１（令和３）年度 聴覚障害者関係施設等職員対象 

中堅職員研修 開催要項 
 

１ 趣旨・目的 

重度重複聴覚障害者施設・共同作業所、高齢聴覚障害者施設、聴覚障害者情報

提供施設、聴覚障害者団体等の中堅職員を対象に、聴覚障害者福祉を巡る情勢、

及び中堅職員として仕事を行う上で必要な知識と技術の習得をめざすとともに、

全国の関係施設職員同士の交流を図ります。 

 

２ 主 催 

社会福祉法人 全国手話研修センター 

 

３ 内 容 

オンラインによる講義 

2022（令和 4）年 2 月 1 日（火）13：00 ～ 3 月 31 日（木） 

※上記期間内であれば、ご都合の良い時間に講義を繰り返し視聴いただけます。

視聴に必要なパスワード等は受講決定通知にてお知らせします。 

 

４ 講 義  

①「コロナで広がった 34 万人の『きこえない』の声が、社会を変える」 

   一般財団法人全日本ろうあ連盟 理事・本部事務所所長 倉野 直紀 氏    

  ・全日本ろうあ連盟 新型コロナウイルス危機管理対策本部支援チーム 

（「生活」「医療」「教育」「法律」「地域」）の取り組みから学ぶ 

 

  ②「聴覚に障害のある人の福祉について」 

    一般社団法人全国手話通訳問題研究会 副会長 近藤 幸一 氏 

  ・聴覚に障害のある人の福祉について、情勢と共に学ぶ 

 

③「実践記録の意義と役割 ～実践を共に発展させるために～」（仮題） 

    社会福祉法人大阪聴覚障害者福祉会 相談役 佐藤 修 氏 

  ・集団としての実践づくり、高めあえる職員集団づくりに繋がる実践記録の 

在り方を学ぶ 

 

※手話通訳・字幕を挿入した講義映像です。 

※1 講義あたり 90 分程度を予定しております。 

※内容は変更となる場合がございます。あらかじめご了承ください。 

 

５ 対象者（定員はありません） 

聴覚障害者関係施設等職員（現職経験 4 年目以降の者）※管理職を除く 

 

６  受講料 

15,000 円／1 名 

   

資料1-13 

36



７ 申込方法 

①受講希望者は「申込書（個人用）」を所属長に提出してください。 

 

②所属長は「申込書（職場集約用）」に受講希望者名を集約の上、「申込書（個

人用）を添付し、全国手話研修センターに郵送してください。 

申込締切日 1 月 11 日（火）郵送必着 

 

③集約者のアドレスに受講決定通知を送付します。 

申込書に必ずメールアドレスをご記入いただきますよう、お願いします。 

   受講決定通知送付日 1 月 14 日（金）メール送付予定 

 

※ お申込みに必要な用紙は、いずれも全国手話研修センターHP からダウン

ロードすることができます。 

 

８ お支払い方法 

口座振込となります。振込先は受講決定通知にてお知らせします。 

 

９  課題提出 

   ①事前課題 

「申込書（個人用）」下部に記載の、問 1・問 2 に必ずお答えください。 

   問 1 コロナをきっかけに浮彫りになった「暮らしの課題」について 

   問 2 「実践記録」の在り方について 

 

   ②研修受講後アンケート 

受講決定通知と共にメールでお送りします。期日までにご提出ください。 

受講後アンケート提出締切日 3 月 22 日（火）メール必着 

     

１０ 問い合わせ先  

社会福祉法人 全国手話研修センター 人材養成課 

   〒616-8372 京都市右京区嵯峨天龍寺広道町 3-4 

   TEL:075-873-2646  FAX:075-873-2647 

   E-mail: jinzai2@com-sagano.com 

URL  ：http://www.com-sagano.com 
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資料 2-１-1 

 
※ 沖縄および石垣会場はコロナ感染拡大のため中止し、受験申込者約 100名については 

インターネット試験への振替、返金対応しました。 

 

 

＜一般試験申込者数＞ 

5級 4級 3級 2級 準 1級 1級 合計 

1,111 1,183 1,242 776 284 215 4,811 
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資料 2-1-2 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜一般試験受験者数＞ 

5級 4級 3級 2級 準 1級 1級 合計 

1,014 1,065 1,136 720 262 196 4,393 
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資料 2-１-3 

 
＜一般試験合格者数＞ 

5級 4級 3級 2級 準 1級 1級 合計 

1,004 1,007 1,073 456 159 152 3,851 
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資料 2-3 

インターネット試験 受験申込者数 

 5級 4級 3級 2級 準 1級 1級 合計 

申込者数 221 254 266 177 86 101 1,105 

 

資料 2-4 

第 16回 合格率       

      5級 4級 3級 2級 準 1級 1級 合計 

1. 10月試験 99.0% 94.6% 94.5% 63.3% 60.7% 77.6% 87.7% 

2. インターネット試験 98.9% 97.3% 95.6% 86.7% 62.5% 77.7% 90.7% 

3. 団体試験   93.4% 96.2% 89.1% 88.4%   91.7% 93.3% 

  全体   97.4% 95.2% 94.3% 69.1% 61.1% 78.1% 88.9% 
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１．厚生労働省委託事業 

 
（１）標準手話確定普及研究部「本委員会・全国９班会議」 ·········· 資料 3-１ 

＜拡大本委員会＞ 
開 催 日 内  容 会場 出 席 者 

2022 年 
２月 12 日（土） 

・2021 年度事業報告について 
・2022 年度事業計画について 
・意見交換会、質疑応答 他 

コミュニティ嵯峨野 
兼オンライン 

委 員 6 名 
研究員 21 名 
事務局 ３名 

 

＜本委員会＞ 

回数 開 催 日 内  容 会  場 出席者 

第１回 ６月 13 日(日) 
・20２１年度事業について 
・新しい手話の確定について 

コミュニティ嵯峨野 
兼オンライン 

委員 5 名 
事務局3 名 

選挙 
関連 

8 月 22 日(日) 
選挙に関する手話の確定につい
て 

コミュニティ嵯峨野 
兼オンライン 

委員１名 
事務局4 名 

選挙 
関連 

8 月 27 日(金) 
～9 月 2 日(木) 

選挙に関する手話の確定のため
の書面委員会 

書面 委員５名 

第２回 
９月 11 日(土) 

12 日(日) 
・新しい手話の確定について 

コミュニティ嵯峨野 
兼オンライン 

委員 4 名 
事務局3 名 

第３回 
12 月 11 日(土) 

～12 日(日) 
・新しい手話の確定について 

コミュニティ嵯峨野 
兼オンライン 

委員 5 名 
事務局3 名 

第４回 
2022 年 
２月 11 日（金） 

～12 日（土） 
・新しい手話の確定について 

コミュニティ嵯峨野 
兼オンライン 

委員 6 名 
事務局２名 

 

＜北海道班＞ 

回数 開催日 内 容 会  場 出席数 

第 1 回 

４月 29 日(木祝) 

５月 ３日(月祝) 

21 日(金) 

標準手話研究協議 
オンライン 

 

委員 4 名 

委員 4 名 

委員 4 名 

第２回 8 月 8 日(日) 標準手話研究協議 オンライン 委員 4 名 

第３回 
10 月 25 日(月) 

11 月 １日(月) 
標準手話研究協議 オンライン 

委員 4 名 

委員 4 名 

 

＜東 北 班＞ 

回数 開催日 内 容 会  場 出席数 

第 1 回 ５月２０日(木) 標準手話研究協議 
岩手県視聴覚情報 

センター 
委員６名 

第 2 回 ８月 ６日(金) 標準手話研究協議 
岩手県視聴覚情報 

センター 
委員７名 

第３回 11 月 12 日(金) 標準手話研究協議 
岩手県視聴覚情報 

センター 
委員７名 

 

＜関 東 班＞ 

回数 開催日 内 容 会  場 出席数 

第１回 
４月 14 日(水) 

５月 12 日(水) 
標準手話研究協議 スマイルなかの 

委員３名 

委員４名 

第 2 回 ８月 22 日(日) 標準手話研究協議 スマイルなかの 委員７名 

第３回 11 月 12 日(金) 標準手話研究協議 スマイルなかの 委員４名 
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＜北信越班＞ 

回数 開催日 内 容 会  場 出席数 

第１回 ５月１５日(土) 標準手話研究協議 オンライン 委員６名 

第 2

回 
8 月 14 日(土) 標準手話研究協議 オンライン 委員 6 名 

第３回 
11 月 3 日(水祝) 

７日(日) 
標準手話研究協議 オンライン 

委員５名 

委員５名 

 

＜東 海 班＞ 

回数 開催日 内 容 会  場 出席数 

第１回 ５月 2２日(土) 標準手話研究協議 オンライン 委員４名 

第 2

回 
７月２４日(土) 標準手話研究協議 

あいち聴覚障害者 

情報センター 
委員４名 

第３回 10 月 31 日(日) 標準手話研究協議 
あいち聴覚障害者 

情報センター 
委員５名 

 

＜近 畿 班＞ 

回数 開催日 内 容 会  場 出席数 

第１回 
5 月 17 日(月) 

5 月 21 日(金) 
標準手話研究協議 オンライン 

委員５名 

委員５名 

第２回 
８月 23 日(月) 

27 日(金) 
標準手話研究協議 オンライン 

委員５名 

委員 4 名 

第３回 11 月 27 日(土) 標準手話研究協議 

大阪府立福祉情報 

コミュニケーション

センター 

委員 5 名 

 

＜中 国 班＞ 

回数 開催日 内 容 会  場 出席数 

第１回 5 月２日(日) 標準手話研究協議 オンライン 委員４名 

第２回 

8 月 11 日(水) 

  18 日(水) 

  26 日(木) 

標準手話研究協議 オンライン 

委員４名 

委員４名 

委員４名 

第３回 
11 月 4 日(木) 

18 日(木) 
標準手話研究協議 オンライン 

委員４名 

委員４名 

 

＜四 国 班＞ 

回数 開催日 内 容 会  場 出席数 

第１回 

５月６日(木) 

5 月７日(金) 

5 月 12 日(水) 

5 月 18 日(火) 

標準手話研究協議 オンライン 

委員３名 

委員３名 

委員３名 

委員３名 

第２回 

７月 22 日(木祝) 

７月 23 日(金祝) 

8 月 6 日(金) 

標準手話研究協議 オンライン 

委員３名 

委員３名 

委員３名 

第３回 
10 月 30 日(土) 

11 月 26 日(金) 
標準手話研究協議 オンライン 

委員３名 

委員３名 
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＜九 州 班＞ 

回数 開催日 内 容 会  場 出席数 

第１回 
5 月９日(日) 

5 月 16 日(日) 
5 月 23 日(日) 

標準手話研究協議 オンライン 

委員 6 名 

委員６名 

委員５名 

第２回 
７月 25 日(日) 
８月 ８日(日) 
８月 22 日(日) 

標準手話研究協議 オンライン 

委員 7 名 

委員 7 名 

委員 7 名 

第３回 
11 月 23 日 

(火祝) 
標準手話研究協議 対面兼オンライン 委員 7 名 

 

 
（２）医療関連手話単語のための専門チーム ··················· 資料 3-2 

 

回数 開催日 内 容 会 塲 出席者 

第１回 ８月 22 日(日) 
医療に関する用語 
の手話表現の検討 

コミュニティ嵯峨野 
兼オンライン 

委員 8 名 
事務局3 名 

第２回 
(頸腕) 

9 月 25 日(土) シナリオに関して 
コミュニティ嵯峨野 

兼オンライン 
委員 4 名 
事務局2 名 

第２回 
(問診) 

9 月 26 日(日) 
・手話表現に関して 
・シナリオに関して 

コミュニティ嵯峨野 
委員 6 名 
事務局2 名 

第３回 
(問診) 

10 月 24 日(日) 
・手話表現に関して 
・シナリオに関して 

コミュニティ嵯峨野 
委員 6 名 
事務局２名 

第４回 11 月 14 日(日) 映像作成にむけた意見交換 
キャンパスプラザ 

京都 
委員 8 名 
事務局２名 

 

 
（３）外国手話研究部 ··························· 資料 3-３ 
 

回数 開催日 内 容 会 塲 出席者 

収録 ４月 24 日(土) 
収録 
「モンゴル固有名詞、基本単語
B」 

コミュニティ嵯峨野 
委員 1 名 
事務局２名 

第１回 ５月 12 日(水) ・202１年度事業計画について オンライン 
委員５名 
事務局１名 

第２回 8 月 13 日(金) 
・202１年度事業の進め方 
について 

オンライン 委員５名 

収録 10 月 16 日(土) 
収録 
「ネパール固有名詞、基本単語
B,C」 

コミュニティ嵯峨野 
委員１名 
事務局２名 

収録 １２月 26 日(日) ・手話研究発表映像収録 コミュニティ嵯峨野 
委員１名 
事務局1 名 

収録 １２月 26 日(日) ・タイ国ろう者へのインタビュー コミュニティ嵯峨野 
委員 2 名 
事務局1 名 

第３回 
2022 年 

2 月 22 日(火) 
・2021 年度事業および 
2022 年度事業方針について 

オンライン 委員５名 
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（４）法律等の手話に関する検討委員会 ··················· 資料 3-４ 
 

回数 開 催 日 内  容 会  場 出席者 

第１回 ７月 16 日(金) ・2021 年度事業について オンライン 委員6名 

第2回 11 月 19 日(金) シナリオに関して オンライン 
委員・弁護
士３名 

事務局２名 

第３回 
2022 年 
２月 12 日(土) 

・シナリオに関する打合せ オンライン 
委員6名 
事務局2名 

第４回 3 月 3 日(木) ・映像収録 
スタジオセブラ(東

京) 
弁護士2名 
事務局1名 

 

 

 

（５）第 6９回全国ろうあ者大会 in とちぎ 研究分科会「手話言語」 ······ 資料 3-５ 
大会中止にともない、実施せず。 

 

 

 

２．自主事業 

 
（１）運営委員会 ····························· 資料 3-６ 
 

回数 開 催 日 内  容 会  場 出席者 

第１回 ７月 16 日(金) 
・2021 年度体制について 
・2021 年度事業について 

オンライン 
委員6名 
事務局２名 

第2回 
2022 年 
２月 12 日(土) 

・2021 年度中間報告 
・2022 年度事業方針 
・日本手話研究所運営規程改正 

オンライン 
委員6名 
事務局2名 

 

・運営委員会体制(◎印は委員長、〇印は副委員長) 

運営委員名 備  考 

◎ 髙田 英一 日本手話研究所 所長 

〇新 加藤 三保子 豊橋先端科学技術大学 特任教授 

 大杉 豊  筑波技術大学 教授 
 黒﨑 信幸 一般財団法人全日本ろうあ連盟 参与 

新 草野 真範 一般社団法人日本手話通訳士協会 事務所長 

 国広 生久代 一般社団法人全国手話通訳問題研究会 監事 

任期２０２１（令和 3）年 7 月１日 ～ ２０2３（令和 5）年 6 月 30 日(理事任期満了月) 

 

 

（２）ろう教育研究部 ······························ 資料 3-７ 
 

回数 開催日 内 容 会  場 出席数 

第１回 ９月 25 日(土) ・202１年度事業について オンライン 委員４名 

第２回 12 月 12 日(日) 
・マニュアルに使用する映像の収
録、資料作成。 

コミュニティ嵯峨野 委員４名 
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資料 4-1 

 １                  

 

                   第 18回さがの映像祭  応募作品 

 

 ２               ３               ４               ５ 

 

 

 

 

 

 ６               ７               ８               ９ 

 

 

 

 

 

 10              11              12              13 

 

 

 

 

 

1 僕は目で音を聴く 6分14秒 平本 龍之介（福岡県）

2 ダム愛 3分3秒 チーム井上（東京都）

3 Mr.D 11分5秒 Team　ODEN（大阪府）

4 「SD～Separate detective～」 10分00秒 SIGN DREAM（兵庫県）

5 第70回全国ろうあ者大会inひろしまPR動画 18分30秒 全国ろうあ者大会inひろしま  実行委員会広報部

6 聾唖史に触れる 戦争特集 大連盲啞学校 　10分17秒 大連盲啞学校史を記録・保存する会（兵庫県）

7 てとて 14分 MiCHi（東京都）

8 透明ゾンビ 9分20秒 伊藤　徹也（大阪府）

9 共生～新たな世界への一歩～ 12分15秒 青森県立青森聾学校　高等部

10 生活の中の指文字を探してみた 3分55秒 大阪府立堺聴覚支援学校　小学部

11 グルメ旅～グリーンコーナー～ 10分3秒 和歌山県聴覚障害者情報センター

12 手話と平和を愛したマイスター ～樗澤加津人～ 11分8秒 千葉聴覚障害者センター

13 ろうあ者と釣り 10分55秒 大阪ろうあ会館

時間 制作者作品名
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4月 4/1～4/30 -
全国手話研修センター所蔵
　　　　　　　　写真作品展

写真

5月 5/1～５/30
一般

グループ 秋桜の会発表会 絵画

6月 6/1～6/30
一般

グループ さとの会と仲間たち
絵画
書

7月 7/1～7/31
一般

グループ
「大切な何か」HaNa芸術教室
展

絵画

8月 8/2～8/30
聴障
個展 ろう画家　三原巌　原画展 絵画

9月 9/４～9/26
聴障

グループ 青空工房・若木寮作品展
絵画

造形作品

10月 10/15～10/31
一般
個展 久保田哲生作品展　写真と書画

写真
書画

11月 11/2～11/28
聴障

グループ 「ろう者の眼」写真展2021 写真

12月 12/6～1/5
一般
個展

「嵐山四季彩」和紙切り絵作家
田中道男個展

切り絵

1月
1/16～1/31

展示中止
聴障

グループ いこいの村栗の木寮作品展 中止 -

2月 2/1～2/26
聴障

グループ
第17回写真コンクール展示会
（京都市聴覚障害者協会）

写真

3月 3/1～3/31
一般
個展

「嵯峨野で命育む鳥たち」伊藤
幸太郎写真展

写真

展示期間 内容

2021年度ギャラリー展示一覧

区分 展示名

資料4-2
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2021（令和 3）年度 手話奉仕員および手話通訳者 

養成担当講師リーダー養成研修会 報告 

 

 

１、総括 

 厚生労働省の委託事業である「手話通訳技能向上等研修事業」の内の一事業として、全

国の都道府県で手話奉仕員および手話通訳者の養成を担当する各地域の講師のリーダー

を養成することを目的に「手話奉仕員および手話通訳者養成担当講師リーダー養成研修会」

を実施しました。 

開催にあたっては一般財団法人全日本ろうあ連盟加盟の 9 ブロック毎に、加盟ブロッ

クの協力を得て開催しました。2021 年度も、新型コロナウイルス感染症感染防止の観点

から、インターネット上の講義等を視聴する「ウェブ研修」と「集合研修（1日）」を組み

合わせました。集合研修は、コロナ禍の状況に合わせて zoom による研修もしくは集合研

修を選択しました。無事、９ブロックで研修会を実施することができました。 

奉仕員講師および通訳者講師の合同研修は、例年の全日本ろうあ連盟による「ろう者を

取り巻く情報・コミュニケーションに関する情勢～あるべき制度をめざして私たちがすべ

きこと～」をウェブ研修にて実施しました。 

また、全日本ろうあ連盟加盟の 47都道府県団体に対し、2020年度手話奉仕員養成講座・

手話通訳者養成講座の実施状況についてヒアリング調査をしました。その回答結果をウェ

ブ研修にてブロックごとの受講者に共有しました。 

全国 9ブロックでの開催により、本研修会が地域の講師のレベルアップにつながり、講

師リーダーを養成するという目的を果たしたものと考えます。 

 

 

２、受講者数等 【参考資料】実施一覧…  

（１）手話奉仕員養成担当講師リーダー養成研修会 

    申込者数 422人 受講者数 408人 修了者数 317人 

 

（２）手話通訳者養成担当講師リーダー養成研修会 

    申込者数 144人 受講者数 141人 修了者数 117人 

 

（３）合計 申込者数 566人 受講者数 549人 修了者数 434人 

 

 

３、研修会の内容 

（１）【手話奉仕員・手話通訳者養成担当講師 合同研修】 

●講義「ろう者を取り巻く情報・コミュニケーションに関する情勢 

～あるべき制度をめざして私たちがすべきこと～」（90分） 

講師：一般財団法人全日本ろうあ連盟情報・コミュニケーション委員会 中西久美子 

内容：①ろうあ運動決議と優生思想 

②厚生労働省・障害者総合福祉推進事業 

資料 5-1 
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「地域における意思疎通支援の実態に関する調査研究事業」 

「雇用された手話通訳者の労働と健康についての実態に関する調査研究」 

③遠隔手話通訳に対する基本的考え方について（見解）    

④聴覚障害者にとってより良い情報アクセスコミュニケーション保障に向けて 

 

●報告「2020 年度ブロック内の奉仕員・通訳者養成状況の報告」（10 分） 

 担当：全国手話研修センター事務局 

  内容：ブロックごとに、2020 年度手話奉仕員養成講座・手話通訳者養成講座等の状

況についてヒアリング回答のまとめを報告 

  参考：2020 年度 手話奉仕員養成講座実施回答数 256 か所（全国） 

           手話通訳者養成講座実施回答数 101 か所（全国） 

   

（２）【手話奉仕員養成担当講師】リーダー養成研修会 

●ウェブ研修：3時間  

①講義「ろう者を取り巻く情報・コミュニケーションに関する情勢」 

  （１）参照 

②報告「2020年度ブロック内の奉仕員・通訳者養成状況の報告」 

（１） 参照 

③実技研修にあたっての基礎講義１「映像を使う教材研究について」（講師：高井惠美） 

  ・自宅学習の必要性 

  ・提案する映像教材の使い方 

  ・DVDを自宅学習で活用する 

  ・映像教材を活用するときに 

  ・自宅学習を進めるために（事例） 

  ・映像教材で表現練習を行うことの効果 

④宿題 奉仕員養成テキストから１～２講座の映像を選び、指導ポイントをまとめる 

  ・実技研修が Zoomの場合：入門編・基礎編から 1講座を選択 

  ・実技研修が集合の場合：入門編から 1講座、基礎編から 1講座を選択 

⑤実技研修にあたっての基礎講義２「手話奉仕員養成テキスト改訂版について」 

（講師：小中栄一） 

  ・テキスト改訂の目的 

  ・検討内容、編集方針の現況報告 

 

●集合研修  集合：5時間 zoom：3時間 

講師：全国手話研修センター講師（小中栄一ほか 8人） 

内容：①意見交換「手話奉仕員養成テキスト改訂版について」 

②実技研修「映像を使う教材研究について」 

  ・実技の説明 

  ・グループワーク１ 

自分が選んだ講座の映像教材の指導ポイントを出し合う。 

  ・グループワーク２ 
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「育てたい力」を意識して指導する方法を話し合う 

 ・講師によるまとめ 

 

（３）【手話通訳者養成担当講師】リーダー養成研修会 

●ウェブ研修：3時間 

①講義「ろう者を取り巻く情報・コミュニケーションに関する情勢」 

  （１）参照 

②報告「2020年度ブロック内の奉仕員・通訳者養成状況の報告」 

（１）参照 

③実技研修にあたっての基礎講義「聞き取り通訳・読み取り通訳学習の 

評価について」（講師：鈴木唯美・保延浩貴） 

  ・講座の準備 

  ・教材の理解 

  ・受講者の評価 

  ・受講者への支援 

  ・講師の気づきを受講者と共有する方法 

  ・宿題の説明 

④宿題１「聞き取り通訳」受講者モデル映像（通訳Ⅰ-26講座）の評価 

⑤宿題２「読み取り通訳」受講者モデル映像（通訳Ⅰ-18講座）の評価 

 

●集合研修  集合：5時間 zoom：3時間 

講師：日本手話通訳士協会理事（鈴木唯美・武居みさ・渡部芳博） 

全国手話研修センター講師（赤井正志・保延浩貴） 

  内容：実技研修「聞き取り通訳・読み取り通訳学習の評価について」 

 ・読み取り通訳Ⅰ-18講座について宿題のまとめとポイント解説 

 ・聞き取り通訳Ⅰ-26講座について宿題のまとめとポイント解説 

 ・グループワーク・ロールプレイ Ⅰ-18講座 

 ・グループワーク・ロールプレイ Ⅰ-26講座 

 

４、開催協力団体等 

北海道ブロック 北海道ろうあ連盟 

東 北ブロック 東北ろうあ連盟および加盟６協会 

関 東ブロック 関東ろう連盟および群馬県聴覚障害者連盟 

北信越ブロック 北信越ろうあ連盟および加盟５協会 

東 海ブロック 東海聴覚障害者連盟および加盟４協会 

近 畿ブロック 近畿ろうあ連盟および和歌山県聴覚障害者協会 

中 国ブロック 中国地区ろうあ連盟および加盟５協会 

四 国ブロック 四国ろうあ連盟および加盟４協会 

九 州ブロック 九州聴覚障害者団体連合会および加盟８協会 
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５、研修写真 

【合同研修】 

●講義「ろう者を取り巻く情報・コミュニケーションに関する情勢」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●報告「ブロック内の奉仕員・通訳者養成状況の報告」 

 

【手話奉仕員養成担当講師研修会】 

●ウェブ研修：基礎講義「映像を使う教材研究について」 

●ウェブ研修：基礎講義「手話奉仕員養成テキスト改訂版について」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●集合研修               ●zoom研修 
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【手話通訳者養成担当講師研修会】 

●ウェブ研修：実技研修にあたっての基礎講義 

「聞き取り通訳・読み取り通訳学習の評価のポイント」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●集合研修                ●zoom研修 
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1 5月1日 オリエンテーション 教室内のコミュニケーションや授業の進め方・ルール説明。手話の基本を説明。 ZOOM

2 自己紹介１（名前） 名前の表現を理解する。自分の名前を表現できる。「何？」 ZOOM

WEB講義１
講義　聴覚障害者の生活（コミュニケー

ション手段とその特徴）
「聴覚障害者のコミュニケーション手段」を視聴しレポート提出

WEB教材１ 人物・家族・数字 数字・人物（男女）・親族名称の表現

3 5月8日 数字　日付 数字を理解する。数字を表現できる。日にちが表現できる ZOOM

4 人物　家族１ 人物（男女）・親族名称の表現を読み取れる。　「誰？」 ZOOM

WEB教材2 場所３　住所 都道府県・市区町村自分の出身地、家の場所

5 5月15日 人物　家族2 人物（男女）・親族名称を表現ができる。 ZOOM

6 場所１　出身地 自分の出身地、家の場所に関する表現を読み取れる。 ZOOM

WEB講義2
講義　聴覚障害者の生活

（きこえのしくみと障害）
「きこえのしくみについて」を視聴し、レポート提出

WEB教材3 一日のこと　時刻 起床から就寝までのタイムテーブル、時刻に関する表現

7 5月22日 場所２　住所/一日のこと 自分の出身地、家の場所を手話で表現できる。 ZOOM

8 一日のこと　時刻１ 起床から就寝までのタイムテーブル、時刻に関する表現を読みとれる。 ZOOM

WEB教材4 通勤通学 通勤・通学（交通手段、経路、時間、天候）に関する表現

9 5月29日 一日のこと　時刻２ 起床から就寝までのタイムテーブル、時刻を手話で表現できる。　「何時？」 ZOOM

10 通勤通学１ 通勤・通学（交通手段、経路）に関する表現を読みとれる。　「どうやって？」 ZOOM

WEB講義3 講義　聴覚障害者の生活（教育1） 「聾学校の教育について①」を視聴し、レポート提出

WEB教材5 食習慣　嗜好品 食べ物・嗜好品（好き/嫌い、頻度）に関する表現

11 6月5日 食習慣　嗜好品　１ 通勤・通学（交通手段、経路、時間、天候）に関することがらを表現できる。 ZOOM

12 食習慣　嗜好品　２ 食べ物（好き/嫌い、頻度　習慣）に関する表現を読み取れる。 ZOOM

WEB教材6 好きなこと 得意なこと 好き、得意、できるなどの表現と程度を表す表現

13 6月12日 好きなこと 得意なこと１ 食べ物（好き/嫌い、頻度　習慣）について手話で表現ができる。 ZOOM

14 好きなこと 得意なこと２ 好き、得意、できるなどの表現と程度を表す表現を読み取れる。 ZOOM

WEB講義4 講義　聴覚障害者の生活（スポーツ） 「聴覚障害者とスポーツについて」を聴し、レポート提出

WEB教材7 趣味・スポーツ 趣味・スポーツに関する表現

15 6月19日 趣味・スポーツ 好き、得意、できるなどの表現と程度を表す表現ができる ZOOM

16 趣味・スポーツ 趣味・スポーツに関する表現を読み取れる。 ZOOM

WEB教材8 一週間のできごと　 １週間のできごとに関する表現を読みとれる。

17 6月26日 一週間のできごと１ 趣味・スポーツについて表現することができる。 対面

18 一週間のできごと２ １週間のできごとに関する表現を読みとれる。 対面

WEB講義5 講義　聴覚障害者の生活（教育２） 「聴覚障害者の教育Ⅱ」を視聴し、レポート提出

WEB教材9 一年間のできごと　 1年間の季節の行事な度に関する表現

19 7月3日 一年間のできごと１ １週間のできごとに関する表現を読みとれる。 対面

20 ---- １年間の季節の行事などに関する表現を読み取れる 対面

WEB教材10 読み取り練習教材・1分間スピーチ 1分間スピーチの例

21 7月10日 1分間スピーチ１ １年間の季節の行事などに関する表現ができる。 対面

22 1分間スピーチ２ 今まで学習したことを振り返り、自己紹介ができる。 対面

WEB教材1１ 読み取り練習教材・1分間スピーチ

23 7月17日 全国手話検定試験４級受験 全国手話検定試験４級を受験する。 対面

24 まとめ

WEB教材12 夏休みの宿題

形態

龍谷大学公開講座　手話コミュニケーション講座　前期カリキュラム

回
内　　容

前期　5月１日（土）～7月17日（土）　24講
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龍谷大学公開講座　手話コミュニケーション講座　後期カリキュラム(予定は変更になることがあります）

前期　9月１8日（土）～1月15日（土）　30講

内容

WEB教材１ 買い物

1 9月18日 買い物１ 電化製品や洋服など買い物について、具体的表現を用いて話ができる。 ZOOM

2 買い物２ 最近買ったものについて、具体的表現を用いて話ができる。 ZOOM

WEB講義6 講義　聴覚障害者の生活（子育て） 「子育て」について、聴覚障害者の体験を視聴し、レポート提出

WEB教材2 旅行

3 9月25日 旅行１ 旅行や地名に関する手話の語彙を増やす。 ZOOM

4 旅行２ 自分の経験した旅行について具体的な表現を用いて話ができる。 ZOOM

WEB教材3 仕事（アルバイト）

5 10月2日 仕事（アルバイト）１ 仕事（アルバイト）について、手話の語彙を増やす。 対面

6 仕事（アルバイト）２ 仕事（アルバイト）について、体験を話すことができる。 対面

WEB講義7 講義　聴覚障害者の生活（仕事） 「仕事」について、聴覚障害者の体験を視聴し、レポート提出

WEB教材4 子どもの頃の思い出

7 10月9日 子どもの頃の思い出１ 幼少期や小学校の頃の思い出について話すことができる。 対面

8 子どもの頃の思い出２ 中高生の時の思い出について話すことができる。 対面

WEB教材5 病気・ケガ

9 10月16日 病気・ケガ１ 病気や体についての語彙をふやす。 対面

10 病気・ケガ２ 病気やけがの体験、健康について話すことができる。 対面

WEB講義8 講義　聴覚障害者の生活（医療） 「医療」について、聴覚障害者の体験を視聴し、レポート提出

WEB教材6 住まい

11 10月23日 住まい１ 部屋の間取りについて空間を活用して話すことができる。 対面

12 住まい２ 最寄駅から家までの道のりを空間を用いて話すことができる。 対面

WEB教材7 最近の出来事

13 11月13日 最近の出来事１ 身近な出来事について、空間を用いて話すことができる。 対面

14 最近の出来事２ 身近な出来事について、空間を用いて話すことができる。 対面

WEB講義9 講義　聴覚障害者の生活（災害） 「災害」について、聴覚障害者の体験を視聴し、レポート提出

WEB教材8 災害

15 11月20日 災害１ 災害に関わる語彙を増やす。 対面

16 災害２ 災害についての体験や防災について話すことができる。 対面

WEB教材9 社会の出来事

17 11月27日 社会の出来事１ 社会の出来事についての語彙を増やす 対面

18 社会の出来事２ 社会の出来事について、伝聞したことを話すことができる。 対面

WEB教材10 意見や考えを述べる

19 12月4日 ろう者が大学で学ぶには ろう者が大学で学ぶときに起こる問題について考えを述べることができる。 対面

20 講義10　聴覚障害者と戦争 「戦争」について聴覚障害者の話を見て、感想や質問をのべることができる。 対面

WEB教材11 意見や考えを述べる

21 12月11日 ろう者が公共交通機関を使うとき ろう者が公共交通機関を使うときの困難や解決方法について考えを述べることができる。 対面

22 講義11　聴覚障害者とくらし・福祉制度 「福祉制度」について聴覚障害者の話を見て、感想や質問をのべることができる。 対面

WEB教材12 読み取り練習教材・2分間スピーチ

23 12月18日 ろう者と一緒に働くときの配慮は？ ろう者と一緒に働くときに起こることや配慮の仕方について考えを述べることができる。 対面

24 講義12　聴覚障害者の社会活動 「社会活動」について聴覚障害者の話を見て、感想や質問をのべることができる。 対面

WEB教材13 読み取り練習教材・2分間スピーチ

冬休みの宿題

25 12月25日 全国手話検定試験２級模擬試験 模擬試験を体験し、今後の学習課題を考える。 対面

26 講義13　聴覚障害者の通訳利用 「通訳利用」について聴覚障害者の話を見て、感想や質問をのべることができる。 対面

WEB教材14 読み取り練習教材・2分間スピーチ

27 1月8日 手話を学んで　2分間スピーチ 1年間手話を学んで感じたことや今後活かしたいことについて話すことができる。 対面

28 講義14　聴覚障害者の参政権 「参政権」について聴覚障害者の話を見て、感想や質問をのべることができる。 対面

WEB教材15 読み取り練習教材・2分間スピーチ

29 1月15日 全国手話検定試験2級受験 全国手話検定試験2級を受験する。 対面

30 まとめ 対面
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龍谷大学公開講座　手話通訳講座 　2021年度カリキュラム

手話通訳コース　＜前期＞

＜講話編＞

回 項目 内容

1 「手話通訳利用体験：日常生活編」 ＜動機付け①＞ろう者の日常生活に「手話通訳」が欠かせないことを知る

2 「手話通訳利用体験：会議編」 ＜動機付け②＞ろう者の社会参加に「手話通訳」が欠かせないことを知る

3 「聴覚障害者の生活 （教育）」 ＜動機付け③＞ろう者の教育に情報保障支援が欠かせないことを知る

4 「手話通訳利用体験：講演編」 ＜動機付け④＞ろう者の社会参加に「手話通訳」が欠かせないことを知る

月日 項目 項目 内容（目標）

1 5月1日(土) 説明 オリエンテーション（授業の進め方など）

サロン 手話サロン 1 「日常生活、趣味」　（自身の経験を語れるレベル）

事前評価 指文字、数詞、時制、文末、生活語彙など 読み取り、表出の両方で評価する

文法 手話基本文法の確認 1 肯定文、疑問文、否定文、指差し　の確認

2 5月8日(土) サロン 手話サロン 2 「生い立ち」 （自身の経験と感想を語れるレベル）

文末 ２語文×15種 15種の文末を確認する

文法 手話基本文法の確認 2 肯定文、疑問文、否定文、指差し　の確認

　自宅学習 事前 手話の談話 → 手話 ろう者同士の談話を視聴

3 5月15日(土) サロン 手話サロン 3 「自身の専門について」　（専門的な知識を語れるレベル）

文末 ２語文×20種 20種の文末を確認する

要約 手話の談話 → 手話（課題の確認）

文法 手話基本文法の確認 3 CL、マウスジェスチャー、文末の区切りの確認

　自宅学習 事前 手話の談話 → 手話 ろう者同士の談話を視聴

4 5月22日(土) サロン 手話サロン 4 やわらかい議論形式 「賛成 ＆ 反対」　（ 自分の考えを述べるレベル ）

文末 ２語文×20種 20種の文末全てを誤りなく運用できる

要約 手話の談話 → 手話

文法 手話基本文法の確認 4 CL+指差し、文末の区切りの確認

　自宅学習 事前  音声日本語 → 図式・音声日本語で説明

5 5月29日(土) サロン 手話サロン 5 やわらかい議論形式 「賛成 ＆ 反対」　（ 自分の考えを述べるレベル ）

文末 ２～５語文×20種① スピーチ形式の文末の読取・聞取に誤りがみられない

文法 手話基本文法の確認 5 CL+指差し、文末の区切りの確認

要約  音声日本語 → 図式・音声日本語で説明

　自宅学習 事前  音声日本語 → 図式・音声日本語で説明

6 6月5日(土) サロン 手話サロン 6 分析を伴う議論形式 「 課題解決 」　（ 分析し、自分の考えを述べるレベル ）

文末 ２～５語文×20種② スピーチ形式の文末の読取・聞取に誤りがみられない

翻訳  手話 → 書記日本語

　自宅学習 事前  手話 → 書記日本語

7 6月12日(土) サロン 手話サロン 7 やわらかい議論形式 「賛成 ＆ 反対」　（ 自分の考えを述べるレベル ）

文末 ２～５語文×20種③ スピーチ形式の文末の読取・聞取がよどみなくできる

翻訳  手話 → 書記日本語

　自宅学習 事前  書記日本語 → 手話

翻訳  手話 → 書記日本語

8 6月19日(土) 文末 ２～５語文×20種 対話形式① 対話場面の文末への読取・聞取に誤りがみられない

翻訳  書記日本語 → 手話

翻訳  手話 → 書記日本語

　自宅学習 事前  書記日本語 → 手話

翻訳  手話 → 書記日本語

9 6月26日(土) 文末 ２～５語文×20種 対話形式② 対話場面の文末への読取・聞取に誤りがみられない

翻訳  書記日本語 → 手話

翻訳  手話 → 書記日本語

　自宅学習 事前  書記日本語 → 手話

翻訳  手話 → 書記日本語

10 7月3日(土) 文末 ２～５語文×20種 対話形式③ 対話場面の文末への読取・聞取がよどみなくできる

翻訳  書記日本語 → 手話

翻訳  手話 → 書記日本語

　自宅学習 事前  書記日本語 → 手話

翻訳  手話 → 書記日本語

11 7月10日(土) 文末 ２～５語文×20種 対話形式④ 対話場面の文末への読取・聞取がよどみなくできる

要約 手話 → 手話 （①暗唱 ②言い換え）

要約  音声日本語 → 書記日本語

　自宅学習 事前  書記日本語 → 手話

翻訳  手話 → 書記日本語

まとめ 【レポート】 「手話と日本語の違い」

12 7月17日(土) 文末 ２～５語文×20種 対話形式⑤ 対話場面の文末への読取・聞取がよどみなくできる

翻訳  書記日本語 → 手話

翻訳  手話 → 書記日本語

　自宅学習 事前  書記日本語 → 手話

翻訳  手話 → 書記日本語
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手話通訳コース　＜後期＞

月日 項目 内容 内容

1 9月18日(土) サロン 手話サロン 8 ブランクを配慮したウォーミングアップ　テーマは前半の複合形式

翻訳  書記日本語 → 手話 （逐次） サロンの解説を含む

模擬通訳  手話 → 音声日本語 （チャレンジ）

自宅学習 事前 「聴覚障害者の生活 （福祉制度）」 事前調査し、質問を準備しておく（30分）

事前 次回の通訳準備 予備知識および語彙などを学習する

2 9月25日(土) 講話 「聴覚障害者の生活 （福祉制度）」 統一試験「筆記試験対策」として

読取  手話 → 音声日本語 （逐次）

聞取  音声日本語 → 手話 （逐次）

自宅学習 事前  「聴覚障害者の生活（権利）」 事前調査し、質問を準備しておく（30分）

事前 次回の通訳準備 予備知識および語彙などを学習する

3 10月2日(土) 講話 「聴覚障害者の生活（権利）」 統一試験「筆記試験対策」

読取  手話 → 音声日本語 （逐次）

聞取  音声日本語 → 手話 （逐次）

自宅学習 事前 「ことばのしくみ （手話と日本語）」 事前調査し、質問を準備しておく（30分）

事前 次回の通訳準備 予備知識および語彙などを学習する

4 10月9日(土) 講話 「ことばのしくみ （手話と日本語）」 統一試験「筆記試験対策」

読取  手話 → 音声日本語 （逐次）

聞取  音声日本語 → 手話 （逐次・同時）

自宅学習 事前  「手話通訳活動 （手話通訳者の心構え）」 事前調査し、質問を準備しておく（30分）

事前 次回の通訳準備 予備知識および語彙などを学習する

5 10月16日(土) 講話 「手話通訳活動 （手話通訳者の心構え）」 統一試験「筆記試験対策」

読取  手話 → 音声日本語 （同時）

聞取  音声日本語 → 手話　（同時）

自宅学習 事前  面談 「partⅠ」 （準備編） テーマ「日頃の行動での簡単なやりとり」　場面の例：駅改札、銀行、魚屋など（30分）

事前 「手話通訳の理念と仕事１」 事前調査し、質問を準備しておく（30分）

6 10月23日(土) 講話 「手話通訳の理念と仕事１」 統一試験「筆記試験対策」

読取  手話 → 音声日本語　（同時）

場面  面談 「partⅠ」 （実施編） 「読取」と「聞取」の切り替えに初めてチェレンジする。レベル：日常生活

休 10月30日(土)

休 11月6日(土)

自宅学習 事前  面談 「partⅡ」 （準備編） テーマ「公共施設での簡単なやりとり」　場面の例：役所、病院、警察など（30分）

事前 「手話通訳活動（対人援助技術）」 事前調査し、質問を準備しておく（30分）

7 11月13日(土) 講話 「手話通訳活動（対人援助技術）」 統一試験「筆記試験対策」

聞取  音声日本語 → 手話　（逐次・同時）

場面  面談 「partⅡ」 （実施編） 「読取」と「聞取」の切り替えに初めてチェレンジする。レベル：公共施設での受付

自宅学習 事前 「手話通訳者の健康」 事前調査し、質問を準備しておく（30分）

事前 次回の通訳準備 予備知識および語彙などを学習する

8 11月20日(土) 講話 「手話通訳者の健康」 統一試験「筆記試験対策」

読取  手話 → 音声日本語　（同時）

聞取  音声日本語 → 手話 （逐次・同時）

自宅学習 事前 「ことばのしくみ （手話と日本語）」 事前調査し、質問を準備しておく（30分）

事前 次回の通訳準備 予備知識および語彙などを学習する

9 11月27日(土) 講話 「手話通訳活動 （手話通訳制度）」 統一試験「筆記試験対策」

場面  面談 「教育」

場面  面談 「医療」

自宅学習 事前 「手話通訳の理念と仕事2」 事前調査し、質問を準備しておく（30分）

事前 次回の通訳準備 予備知識および語彙などを学習する

12月 4日 (土) 統一試験実施日

10 12月11日(土) 講話 「手話通訳の理念と仕事2」 統一試験「筆記試験対策」

場面  面談 「労働」

模擬試験 筆記試験・実技試験の両方を実施 過去問を使用する

自宅学習 事前  会議 （準備）

11 12月18日(土) サロン 手話サロン 9 試験終了の息抜きとして

場面  会議 （実施）

事例 事例検討 3「会議場面」/通訳論 1(面談)ディスカッション 「待ち合わせから通訳するまで」、「通訳中」、「通訳後」

自宅学習 事前 【準備】 講演 （話し手：ろう者、準備） 手話通訳依頼→事前準備

12 12月25日(土) 場面 【読取】 講演 （話し手：ろう者）

場面 ＜振り返り・練習＞

事例 面談場面における事例検討  「待ち合わせから通訳するまで」、「通訳中」、「通訳後」

自宅学習 事前 【準備】 講演 （話し手：ろう者、準備） 手話通訳依頼→事前準備

13 1月8日(土) 場面 【読取】 講演 「教養 （話し手：ろう者）」

場面 ＜振り返り・練習＞

事例 「講演場面」/通訳論 2(講演)ディスカッション  「待ち合わせから通訳するまで」、「通訳中」、「通訳後」

自宅学習 事前 【準備】 講演 「 （話し手：きこえる人）」 手話通訳依頼→事前準備

14 1月15日(土) 場面 【聞取】 講演 （話し手：きこえる人） DVD

場面 ＜振り返り・練習、事例検討（聞こえる人の講演会のケース）＞

模擬通訳  講演会 （模擬現場） 実際の講演会（30分）に近い形式で行う。テーマは１コマと同じ内容とする。

自宅学習 事前 【準備】 講演 「教養 （話し手：きこえる人）」 手話通訳依頼→事前準備

15 1月22日(土) 模擬通訳 【聞取】 講演 「教養 （話し手：きこえる人）」 実際の講演会（30分）と同じ形式で行う。数名のろう者に来てもらう

修了 ＜振り返り・練習・修了式、サロン＞
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事業実施計画書 
 
 

指定課題番号 地方公共団体名又は法人名 

５ 社会福祉法人全国手話研修センター 

 

① 事 業 名 
手話奉仕員及び手話通訳者養成事業の現状把握と課題整理
事業 

② 国庫補助所要額   １２，０００  千円 

③ 事業実施予定期間 内示日 から （令和） ４ 年 ３ 月 ３１ 日 

 
④ 事業計画 
１ 事業の目的 
日本の手話通訳者等の養成は、平成 10年度の策定された厚生労働省のカリキュラムの基づ

いて養成されている。平成 13年度から始まった全国の手話通訳者登録試験（手話通訳者全国
統一試験）合格者は令和元年までの 18年間で 5,229人となりこの人々が日本の手話通訳ニー
ズを担っている。一方この間障害者総合支援法や障害者差別解消法の制定 
により聴覚障害者の社会参加の推進が図られるとともにＩＣＴ技術の発達による電話リレー
サービスや遠隔手話サービスの実施等聴覚障害者を取り巻く情報保障環境は大きく変化して
いる。加えて手話通訳者の高齢化が進み、状況の変化に機敏に対応できる若年層の手話通訳
者の養成が必要なこと、またＩＣＴ技術等専門分野に精通した手話通訳者やテレビ通訳等映
像を通じた新しい通訳技術に対応できる手話通訳者の養成が必要になっている。これらの状
況を踏まえ、養成カリキュラムの今後のあり方を検討するにあたり現在の養成課題や手話通
訳者の能力や課題等を整理する。 
 
２ 事業内容及び手法 
（１） 手話奉仕員・手話通訳者養成状況の実態把握 

① 都道府県、市町村に養成状況のアンケート調査を実施 
② 養成カリキュラムは全市町村等で実施できることが前提であり 
 ＊養成時間数＊担当講師の状況＊使用テキスト＊養成事業の課題等の実態把握 

（２） 登録手話通訳者の実態把握 
① 手話通訳者全国統一試験合格者約 5,000人を対象にアンケート調査を実施 
② 新しい手話通訳ニーズに応えられる手話通訳者養成カリキュラムを検討するにあた

り現在の登録手話通訳者の実態を把握することが重要であり 
＊資格取得までの年数＊活動状況＊研修の状況＊活動上の悩み＊通訳能力（サンプル
調査）等の実態把握 

（３） 「手話通訳者等養成制度検討委員会（仮称）」による調査結果の分析・課題整理 
① 検討委員会の基に次のワーキンググループをおく 

1)「手話通訳者等養成制度調査検討ワーキンググループ（仮称）」 
2)「登録手話通訳者調査検討ワーキンググループ（仮称）」 

② 検討委員会及びワーキンググループの委員構成案（別添） 
 
３ 狙いとする事業の成果 
（１） 手話奉仕員及び手話通訳者養成状況が把握でき、今後解決すべき課題を明確化でき

る。 
（２） 登録手話通訳者の現状把握ができ今後の手話通訳ニーズに応えられる手話通訳者等

の養成カリキュラム検討に反映することができる。 
 
４ 成果の公表計画 
（１） 調査報告書概要版を印刷し、都道府県・市町村、関係団体に送付する。 
（２） 調査報告詳細版は法人のホームページに掲載し自由に閲覧できるようにする。 
（３） 法人の運営する「手話総合資料室」資料として自由に閲覧できるようにする。 
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手話奉仕員及び手話通訳者養成事業の現状把握と課題整理事業 

 

 

「手話通訳者等養成制度検討委員会」 

１ 委員会の役割 

（１）事業計画の策定及び事業の進行管理。 

（２）アンケート結果の分析、課題整理、事業報告書の作成。 

 

２ 委員構成                         【敬称：略】 

 氏名 団体名・役職名 

１ 大杉
おおすぎ

 豊
ゆたか

 筑波技術大学教授 

２ 木下
きのした

 武徳
たけのり

 立教大学教授 

３ 近藤
こんどう

 幸一
こういち

 
社会福祉法人全国手話研修センター理事 

社会福祉法人京都聴覚言語障害者福祉協会事業本部長 

４ 長野
な が の

 秀樹
ひ で き

 長崎純心大学教授 

５ 藤田
ふ じ た

 久美
く み

 山口県立大学教授 

６ 中西
なかにし

 久美子
く み こ

 一般財団法人全日本ろうあ連盟理事 

７ 宮澤
みやざわ

 典子
の り こ

 一般社団法人全国手話通訳問題研究会理事 

８ 高井
た か い

 洋
ひろし

 一般社団法人日本手話通訳士協会理事 

９ 井澤
い ざ わ

 昭夫
あ き お

 全国聴覚障害者情報提供施設協議会事務局長 

10 小中
こ な か

 栄一
えいいち

 社会福祉法人全国手話研修センター事務局次長 
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「手話通訳者等養成制度調査検討ワーキンググループ」 

１ ワーキンググループの役割 

（１）手話通訳者等養成事業について都道府県、市町村に対するアンケート調査の実施。 

（２）アンケート結果の分析、課題整理、事業報告書の作成。 

 

２ 委員構成                         【敬称：略】 

 氏名 団体名・役職名 

１ 長野
な が の

 秀樹
ひ で き

 長崎純心大学教授 

２ 藤平
ふじひら

 淳一
じゅんいち

 一般財団法人全日本ろうあ連盟理事 

３ 渡部
わたなべ

 芳
よし

博
ひろ

 一般社団法人日本手話通訳士協会理事 

４ 江原
え は ら

 こう平
へい

 
国立障害者リハビリテーションセンター学院 

手話通訳学科教官 

 

 

 

「登録手話通訳者調査検討ワーキンググループ」 

１ ワーキンググループの役割 

（１）登録手話通訳者の実態についてアンケート調査の実施。 

（２）アンケート結果の分析、課題整理、事業報告書の作成。 

 

２ 委員構成                         【敬称：略】 

 氏名 団体名・役職名 

１ 木下
きのした

 武徳
たけのり

 立教大学教授 

２ 近藤
こんどう

 幸一
こういち

 一般社団法人全国手話通訳問題研究会副会長 

３ 伊藤
い と う

 正
ただし

 一般社団法人全国手話通訳問題研究会事務局長 

４ 米野
こ め の

 規子
の り こ

 一般社団法人全国手話通訳問題研究会事務局次長 

5 髙
たか

田
た

 浩
こう

次
じ

 一般社団法人全国手話通訳問題研究会事務局員 

6 大岡
おおおか

 政
まさ

恵
え

 全国聴覚障害者情報提供施設協議会 

7 永瀬
な が せ

 開
かい

 山口県立大学准教授 

 

61



各種委員会開催 

手話通訳者等養成制度検討委員会 

日  時 内  容 出席者数 備  考 

2021（令和 3）年

8月 30日（月） 

10：00～12：30 

１．委員長選出 

２．事業目的、事業計画の承認 

３．アンケートについて 

（１）調査内容の検討・概要承認 

（２）調査方法の承認 

４．その他 

委 員：10名 

オブザーバー：

2名 

事務局：5名 

・厚生労働省自立

支援振興室オブザ

ーバー参加 

・集合、オンライン

併用型会議 

2022（令和 4）年

2月 9日（水） 

9：30～12：00 

１．アンケート調査結果、 

分析・考察 

２．報告書について 

３．その他 

委 員：10名 

オブザーバー：

1名 

事務局：5名 

・厚生労働省自立

支援振興室オブザ

ーバー参加 

・集合、オンライン

併用型会議 

 

手話通訳者等養成制度調査検討ワーキンググループ会議 

日  時 内  容 出席者数 備  考 

2021（令和 3）年

7月 8日（木） 

19：00～21：00 

１．委員長選出 

２．事業目的・事業全体の共有化 

３．スケジュール確認 

４．アンケート調査について 

（1）関連のある調査について報

告 

（2）調査項目・調査方法の検討 

５．その他 

委 員：4名 

事務局：4名 

オンライン会議 

2021（令和 3）年

8月 4日（水） 

19：00～21：00 

１．調査項目の検討 

２．調査方法について 

３．その他 

委 員：4名 

事務局：4名 

オンライン会議 

2022（令和 4）年

1月 4日（火） 

13：30～16：30 

１．アンケート調査結果と分析 

２．その他 

委 員：3名 

事務局：5名 

集合、オンライン併

用型会議 

2022（令和 4）年

1月 31日（月） 

13：30～16：30 

１．追加調査結果の報告 

２．調査結果の分析・考察 

３．報告書について 

４．その他 

委 員：4名 

事務局：5名 

オンライン会議 

2022（令和 4）年

2月 22日（火） 

19：00～21：00 

１．第 2回検討委員会の報告 

２．調査結果の分析・考察 

３．報告書修正について 

４．その他 

委 員：4名 

事務局：4名 

オンライン会議 
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登録手話通訳者調査検討ワーキンググループ会議 

日  時 内  容 出席者数 備  考 

2021（令和 3）年

7月 3日（土） 

10：00～12：00 

１．委員長選出 

２．事業目的・事業全体の共有化 

コンピテンシーについて 

３．スケジュール確認 

４．アンケート調査について 

（1）調査対象者について 

（2）調査項目の検討 

５．その他 

委 員：6名 

事務局：2名 

オンライン会議 

2021（令和 3）年

8月 5日（木） 

10：00～12：00 

１．アンケート調査項目について 

２．コンピテンシーについて 

委 員：3名 

事務局：2名 

オンライン会議 

2021（令和 3）年

8月 10日（火） 

18：30～20：30 

１．調査内容についての検討 

２．調査方法について 

３．その他 

委 員：6名 

事務局：3名 

オンライン会議 

2022（令和 4）年

1月 23日（日） 

9：30～12：00 

１．アンケート調査結果と分析 

２．報告書について 

３．その他 

委 員：5名 

事務局：2名 

オンライン会議 

2022（令和 4）年

2月 25日（金） 

19：00～21：00 

１．第 2回検討委員会の報告 

２．調査結果の分析・考察 

３．報告書について 

４．その他 

委 員：2名 

事務局：3名 

オンライン会議 
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作
業
内
容

開
始
月

従
事
者
数

備
考

客
室
清
掃
及
び
ベ
ッ
ド
メ
イ
キ
ン
グ

パ
ブ
リ
ッ
ク
ス
ペ
ー
ス

20
09
年
4月
～

12

ぶ
ら
り
嵐
山

20
11
年
4月
～

1

京
都
府
庁
（２
棟
）

20
13
年
6月
～

5
福
利
厚
生
セ
ン
タ
ー
及
び
別
館

京
都
府
立
洛
南
寮

20
14
年
4月
～

4

京
都
府
立
こ
ど
も
発
達
支
援
セ
ン
タ
ー

20
16
年
4月
～

1

京
都
府
精
神
保
健
福
祉
総
合
セ
ン
タ
ー

20
17
年
7月
～

2
府
庁
ゆ
め
こ
う
ば
事
業

京
都
府
立
視
力
障
害
者
福
祉
セ
ン
タ
ー

20
18
年
4月
～

3

中
京
区
役
所

20
20
年
4月
～

4

当
法
人
、
全
通
研
発
行
の
書
籍
管
理
、
発
送

20
09
年
4月
～

京
都
手
話
通
訳
問
題
研
究
会
会
報
「轍
」印
刷

20
21
年
4月
～

カ
フ
ェ
凛
に
お
け
る
サ
ー
ビ
ス
提
供

20
15
年
5月
～

2
京
都
テ
ル
サ
　
１
階

レ
ス
ト
ラ
ン
、
宴
会
で
使
用
し
た
食
器
洗
浄

20
10
年
4月
～

7
雇
員
1名
含
む

4
自
動
販
売
機
管
理

駅
前
広
場
及
び
宴
会
場
前
に
あ
る
自
動
販
売
機
の
商
品

管
理
及
び
売
上
管
理

20
09
年
11
月
～

2
書
籍
管
理
・発
送
業
務
兼
務

5
事
務
補
助

就
労
支
援
セ
ン
タ
ー
と
も
に
お
け
る
事
務
補
助
業
務

20
12
年
4月
～

2

6
物
品
販
売
・臨
時
的
業
務

京
都
ほ
っ
と
は
あ
と
セ
ン
タ
ー
依
頼
の
製
作
業
務
、

印
刷
、
銅
管
作
業
　
等

20
09
年
4月
～

―
仕
事
量
に
合
わ
せ
て
利
用
者
に
て
実

施

20
22
（令
和
4）
年
3
月
3
1
日
現
在

3

就
労
支
援
セ
ン
タ
ー
と
も
　
事
業
内
容

清
掃
・リ
ネ
ン

1

サ
ー
ビ
ス

2
書
籍
管
理
・発
送

2
自
動
販
売
機
管
理
業
務
兼
務
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人
数
（名

）
備
　
　
考

人
数
（
名
）

備
　
　
考

聴
覚

10
3名

は
知
的
障
害
、
１
名
は
精
神
障
害
の
重
複

聴
覚

0

知
的

13
1名

は
身
体
障
害
、
１
名
は
発
達
障
害
の
重
複

知
的

0

精
神

19
3名

は
発
達
障
害

精
神

0

１
名
　
　
ご
本
人
逝
去
た
め

１
名
　
　
自
己
都
合
に
よ
る

内
部

0
内
部

0

雇
員

1
聴
覚
障
害
だ
が
、
条
件
（年

齢
）に

合
わ
な
い
た
め

雇
員

0

計
46

計
2

人
数
（名

）
備
　
　
考

聴
覚

0

知
的

0

精
神

1
発
達
障
害
（Ａ
Ｄ
Ｈ
Ｄ
）

身
体
・肢

体
2

１
名
は
精
神
障
害
の
重
複

内
部

0

計
3

2

20
21
（令

和
3）
年
4月

1日
～
20
22
（令

和
4）
年
3月

31
日

利
用
者
（と
も
職
員
）の

入
所
状
況

利
用
者
（と
も
職
員
）
の
退
所
状
況

2
0
2
1
（
令
和
3
）
年
4
月
1
日
～
2
0
2
2
（
令
和
4
）
年
3
月
3
1
日

20
22
(令
和
4）
年
3月

31
日
現
在

利
用
者
（と
も
職
員
）の

状
況

身
体
・肢

体
3

2名
は
知
的
障
害
の
重
複

身
体
・肢

体
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男
（名

）
女
（名

）
男
（名

）
女
（名

）
男
（名

）
女
（名

）
男
（名

）
女
（名

）
男
（名

）
女
（名

）

20
～
29

1
1

30
～
39

2
1

1
2

2
2

1

40
～
49

1
1

3
1

5
4

1

50
～
59

1
4

3
2

60
～
69

1
1

1
性
別

人
数
（
名
）

　
70
～

3
男

2
9

計
7

3
8

5
11

8
3

0
0

0
女

1
6

合
計

合
計

4
5

 

　

（雇
員
1
名
除
く
）

利
用
者
（と

も
職
員
）
の
障
害
別
・年

齢
別
人
数

年
齢

聴
覚

知
的

精
神

身
体
・肢

体
内
部

20
22
（令

和
4）
年
3月

31
日
現
在

10
13

19
3

0
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4月
５

月
６

月
７

月
８

月
９

月
１

０
月

１
１

月
１

２
月

1月
２

月
３

月
小

計
利

用
計

画
作

成
（計

画
相

談
）

4
1

2
1

1
5

1
1

16

継
続

利
用

支
援

（モ
ニ

タ
リ

ン
グ

）
3

3
1
1

5
10

9
6

4
7

4
4

11
77

そ
の

他
（
相

談
支

援
員

に
よ

る
支

援
）

1
5

10
3

4
6

7
5

7
5

13
3

78

京
都

市
19

1
0

9
7

9
11

11
10

15
9

12
13

13
5

宇
治

市
1

1
2

亀
岡

市
3

3
1

1
2

4
1

3
1

4
1

24

南
丹

市
0

大
津

市
1

2
1

1
5

京
田

辺
市

5
5

知
的

9
4

1
1

7
7

4
6

3
2

8
6

58

身
体

6
6

5
5

6
2

4
2

10
4

3
2

55

精
神

7
4

5
2

3
6

6
2

6
4

7
6

58

※
制

度
改

定
に

よ
り

、
一

人
の

相
談

支
援

専
門

員
が

対
応

で
き

る
ケ

ー
ス

の
数

が
３

５
人

（「
と

も
」の

利
用

者
数

に
基

づ
く
と

、
最

低
２

名
要

）。

※
新

年
度

は
、

相
談

支
援

専
門

員
（
兼

務
）　

３
名

体
制

。

利
用

者
の

地
域

利
用

者
の

障
害

区
分

利
用

さ
れ

る
サ

ー
ビ

ス
 就

労
継

続
支

援
Ａ

型
事

業
、

就
労

継
続

支
援

Ｂ
型

事
業

所
、

障
害

者
就

業
・生

活
支

援
セ

ン
タ

ー
、

ハ
ロ

ー
ワ

ー
ク

（職
業

安
定

所
）、

生
活

訓
練

事
業

、
手

話
通

訳
、

地
域

活
動

支
援

セ
ン

タ
ー

、
精

神
科

デ
イ

ケ
ア

、
居

宅
介

護
（ホ

ー
ム

ヘ
ル

パ
ー

）、
移

動
支

援
、

生
活

保
護

、
障

害
基

礎
年

金
、

障
害

者
相

談
事

業
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研修センター職員の外部研修会への参加促進  

受講月 研修・講座名 所属 参加者 

6月 24日 
令和 3年度 生活困窮者自立相談支援機関従事

者研修 初任者研修 
亀岡相談 1 

7月 2日 
令和 3年度 第 1回生活困窮者自立相談支援

機関従事者研修 
亀岡相談 1 

8月 9日 生活困窮者自立相談支援制度シンポジウム 亀岡相談 1 

８月 23日・24日 令和 3年度京都府相談支援従事者初任者研修 と も １ 

９月 28日 令和 3年度京都府相談支援従事者初任者研修 と も １ 

10月 18日・19日 令和 3年度京都府相談支援従事者初任者研修 と も １ 

10月 9日・28日 聴覚障害者関係施設等職員対象 新入職員研修 
人材・検

定・企画 
３ 

10月 29日 
令和 3年度京都府障害者虐待防止・権利擁護研

修 
と も １ 

11月 両立支援コーディネーター基礎研修 総 務 １ 

11月 2日 
令和 3年度 第 3回生活困窮者自立相談支援

機関従事者研修 
亀岡相談 1 

11月 13日・14日 

「聴覚障害者の精神保健福祉を考える研修会

2021 精神科診断と治療・リハビリテーショ

ンの今」 

と も １ 

11月 16日 令和 3年度京都府相談支援従事者現任研修 と も １ 

11月 24日 
令和 3年度障害者虐待防止に係る事業所及び施

設従事者向け研修 
と も １ 

11月 26日 
令和 3年度生活困窮者自立支援事業従事者養成

研修（相談支援員養成研修） 
亀岡相談 1 

11月 30日 
令和 3年度生活困窮者自立支援事業従事者養成

研修（就労支援員養成研） 
亀岡相談 1 

12月 7日 令和 3年度京都府相談支援従事者現任研修 と も １ 

12月 16日 
令和 3年度第 4回生活困窮者自立相談支援機

関従事者研修 
亀岡相談 1 

12月 23日 
令和３年度京都府サービス管理責任者等更新研

修 
と も １ 

12月 23日・24日 
令和 3年度生活困窮者自立支援制度  

近畿ブロック研修 
亀岡相談 1 

1月 17日 
令和 3年度京都府相談支援従事者  

現任研修 
と も １ 

1月 24日 
令和 3年度京都府相談支援従事者  

主任研修 
と も １ 

1月 25日 
筑波技術大学 医療手話言語通訳育成研修演習

の試み 
検 定 1 

２月 1日 聴覚障害者関係施設等職員対象 中堅職員研修 
総 務 

企 画 
２ 
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収
益
計
（
１
）

 
1

5
5

,6
7

5
,5

8
7

 
1

2
1

,7
9

6
,3

1
5

 
3

3
,8

7
9

,2
7

2
 
前
年
比

1
2

7
.8

%
 

 

②
 
サ
ー
ビ
ス
活
動
費
用

 

勘
定
科
目

 
当
年
度
決
算

（
円
）

 

（
Ａ
）

 

前
年
度
決
算

（
円
）

 

（
Ｂ
）

 

増
減

（
円
）

 

（
Ａ
）
―
（
Ｂ
）

 

備
考

 

   費 用
 

人
件
費

 
6

7
,5

1
8

,9
3

1
 

5
7

,4
2

4
,6

7
2

 
1

0
,0

9
4

,2
5

9
 
前
年
比

1
1

7
.6

%
 

事
業
費
（
①
～
⑥
主
な
内
訳
）

 
7

5
,4

0
2

,1
6

7
 

4
9

,3
5

3
,5

7
0

 
2

6
,0

4
8

,5
9

7
 
前
年
比

1
5

2
.8

%
 

①
 消

耗
品
費

 
1

,4
1

8
,1

7
4

 
1

,1
6

7
,9

4
7

 
2

5
0

,2
2

7
 

 

②
 賃

借
料

 
5

,4
8

1
,1

1
0

 
4

,0
3

4
,6

5
4

 
1

,4
4

6
,4

5
6

 
 

③
 旅

費
交
通
費

 
5

,9
0

0
,7

3
7

 
3

,9
3

0
,0

1
7

 
1

,9
7

0
,7

2
0

 
前
年
比

1
5

0
.1

%
 

④
 印

刷
製
本
費

 
1

4
,2

2
7

,3
0

9
 

1
1

,5
7

4
,7

7
9

 
2

,6
5

2
,5

3
0

 
 

⑤
 業

務
委
託
費

 
2

8
,7

6
2

,3
1

1
 

1
7

,7
3

5
,6

1
2

 
1

1
,0

2
6

,6
9

9
 
前
年
比

1
6

2
.2

%
 

遠
隔
地
研
修
製
作
費
増

 

⑥
 報

償
費

 
1

2
,0

3
1

,7
4

9
 

9
,8

2
1

,9
8

2
 

2
,2

0
9

,7
6

7
 
前
年
比

1
2

2
.5

%
 

事
務
費

 
9

,1
5

3
,3

3
5

 
9

,1
2

0
,8

6
1

 
3

2
,4

7
4

 
 

減
価
償
却
費

 
1

5
,9

2
6

,2
9

0
 

1
5

,9
5

9
,9

4
3

 
▲

3
3

,6
5

3
 

 

国
庫
補
助
金
等
特
別
積
立
金
取
り
崩
し
額

 
▲

1
0

,5
9

7
,7

7
9

 
▲

1
0

,6
5

6
,8

1
5

 
5

9
,0

3
6

 
 

サ
ー
ビ
ス
活
動
費
用
計
（

2
）

 
1

5
7

,4
0

2
,9

4
4

 
1

2
1

,2
0

2
,2

3
1

 
3

6
,2

0
0

,7
1

3
 
前
年
比

1
2

9
.9

%
 

サ
ー
ビ
ス
活
動
増
減
差
額

(3
)=

(1
)-

(2
) 

▲
1

,7
2

7
,3

5
7

 
5

9
4

,0
8

4
 

▲
2

,3
2

1
,4

4
1
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２
 
就
労
支
援
セ
ン
タ
ー
と
も
拠
点
区
分

 

 （
１
）
資
金
収
支
計
算
書

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
当
初
予
算
額

（
円
）

 

(a
) 

補
正
予
算
額

（
円
）

 

(b
) 

決
算
額

（
円
）

 

(c
) 

当
初
予
算

（
円
）

 

比
較

(c
)-

(a
) 

達
成
率

 

決
算

/
当
初

 

収
入

 
1

0
2

,1
9

0
,0

0
0

 
1

0
1

,7
7

5
,0

0
0

 
1

0
2

,0
3

4
,8

3
0

 
▲

1
5

5
,1

7
0

 
9

9
.8
％

 

支
出

 
9

6
,5

9
3

,0
0

0
 

1
0

3
,1

1
2

,0
0

0
 

1
0

3
,3

4
7

,7
6

7
 

6
,7

5
4

,7
6

7
 

1
0

7
.0
％

 

差
額

 
5

,5
9

7
,0

0
0

 
▲

1
,3

3
7

,0
0

0
 

▲
1

,3
1

2
,9

3
7

 
▲

6
,9

0
9

,9
3

7
 

 

 
 

（
２
）
事
業
活
動
計
算
書

 

 
①

 
サ
ー
ビ
ス
活
動
収
益

 

勘
定
科
目

 
当
年
度
決
算

（
円
）
 

（
Ａ
）

 

前
年
度
決
算

（
円
）

 

（
Ｂ
）

 

増
減

（
円
）

 

（
Ａ
）
―
（
Ｂ
）

 

備
考

 

   収
 

益
 

就
労
支
援
事
業
収
益

 
4

1
,7

3
0

,6
9

1
 

4
3

,8
8

3
,1

8
5

 
▲

2
,1

5
2

,4
9

4
 
前
年
比

9
5

.1
%

 

①
 清

掃
事
業
収
益

 
3

1
,9

4
5

,4
2

4
 

3
3

,7
4

6
,6

4
0

 
▲

1
,8

0
1

,2
1

6
 

 

②
 サ

ー
ビ
ス
事
業
収
益

 
5

,1
4

4
,1

4
1

 
4

,3
9

1
,7

5
3

 
7

5
2

,3
8

8
 

 

③
 書

籍
管
理
等
業
務
収
益

 
4

,6
4

1
,1

2
6

 
4

,2
8

8
,3

2
6

 
3

5
2

,8
0

0
 

 

④
 農

作
業
収
益

 
0

 
1

,4
5

6
,4

6
6

 
▲

1
,4

5
6

,4
6

6
 

2
0

2
0
年

9
月
廃
止

 

障
害
福
祉
サ
ー
ビ
ス
等
事
業
収
益

 
5

8
,2

4
0

,2
4

0
 

6
4

,8
4

3
,4

2
1

 
▲

6
,6

0
3

,1
8

1
 
前
年
比

8
9

.8
%

 

①
 訓

練
等
給
付
費
収
益

 
5

6
,7

6
5

,3
8

8
 

6
3

,3
8

8
,4

8
9

 
▲

6
,6

2
3

,1
0

1
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②
 計

画
相
談
支
援
給
付
費
収
益

 
1

,4
7

,8
5

2
 

1
,4

5
4

,9
3

2
 

1
9

,9
2

0
 

 

経
常
経
費
寄
附
金
収
益

 
0

 
0

 
0

 
 

サ
ー
ビ
ス
活
動
収
益
計
（
１
）

 
9

9
,9

7
0

,9
3

1
 

1
0

8
,7

2
6

,6
0

6
 

▲
8

,7
5

5
,6

7
5

 
前
年
比

9
1

.9
%

 

 

②
 
サ
ー
ビ
ス
活
動
費
用

 

勘
定
科
目

 
当
年
度
決
算

（
円
）

 

（
Ａ
）

 

前
年
度
決
算

（
円
）

 

（
Ｂ
）

 

増
減

（
円
）

 

（
Ａ
）
―
（
Ｂ
）

 

備
考

 

   費 用
 

人
件
費

 
4

7
,4

1
9

,1
3

9
 

1
4

,9
3

4
,2

0
4

 
3

2
,4

8
4

,9
3

5
 
予
算
組
み
替
え

 

事
業
費

 
8

5
8

,2
0

4
 

1
,0

8
7

,0
6

2
 

▲
2

2
8

,8
5

8
 

 

事
務
費

 
4

,2
2

4
,0

0
1

 
3

,6
3

0
,0

4
1

 
5

9
3

,9
6

0
 

 

就
労
支
援
事
業
費
用

 
5

0
,8

1
6

,4
1

4
 

8
8

,1
7

6
,8

5
0

 
▲

3
7

,3
6

0
,4

3
6

 
予
算
組
み
替
え

 

①
 就

労
支
援
事
業
販
売
原
価

 
1

,8
6

7
,4

6
2

 
9

,1
8

0
,9

2
3

 
▲

7
,3

1
3

,4
6

1
 

 

②
 就

労
支
援
事
業
販
管
費

 
4

8
,9

4
8

,9
5

2
 

7
8

,9
9

5
,9

2
7

 
▲

3
0

,0
4

6
,9

7
5

 
 

減
価
償
却
費

 
4

2
2

,7
0

7
 

4
4

5
,8

3
8

 
▲

2
3

,1
3

1
 

 

国
庫
補
助
金
等
特
別
積
立
金
取
り
崩
し

額
 

▲
3

0
1

,4
5

0
 

▲
6

1
9

,1
5

2
 

3
1

7
,7

0
2

 
 

サ
ー
ビ
ス
活
動
費
用
計
（

2
）
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0
3

,4
3

9
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1
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1

0
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,6
5

4
,8

4
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▲

4
,2

1
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2

8
 
前
年
比

9
6

.1
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サ
ー
ビ
ス
活
動
増
減
差
額

(3
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(1
)-

(2
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▲
3

,4
6

8
,0

8
4

 
1

,0
7

1
,7

6
3

 
▲

4
,5

3
9

,8
4

7
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Ⅲ
 
公
益
事
業
区
分

 

１
 
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
嵯
峨
野
拠
点
区
分

 

（
１
）
資
金
収
支
計
算
書

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
当
初
予
算
額

（
円
）

 

(a
) 

 

補
正
予
算
額

（
円
）

 

(b
) 

決
算
額

（
円
）

 

(c
) 

当
初
予
算

（
円
）

 

比
較

(c
)-

(a
) 

達
成
率

 

決
算

/
当
初

 

収
入

 
8

1
,2

7
1

,0
0

0
 

4
2

,0
7

4
,0

0
0

 
4

1
,9

6
3

,6
1

9
 

▲
3

9
,3

0
7

,3
8

1
 

5
1

.6
％

 

支
出

 
7

3
,2

8
1

,0
0

0
 

4
9

,3
1

7
,0

0
0

 
5

1
,8

3
3

,7
2

9
 

▲
2

1
,4

4
7

,2
7

1
 

7
0

.7
％

 

差
額

 
7

,9
9

0
,0

0
0

 
▲

7
,2

4
3

,0
0

0
 

▲
9

,8
7

0
,1

1
0

 
▲

1
7

,8
6

0
,1

1
0

 
 

 
 

（
２
）
事
業
活
動
計
算
書

 

①
 
サ
ー
ビ
ス
活
動
収
益

 

勘
定
科
目

 
当
年
度
決
算

（
円
）
 

（
Ａ
）

 

前
年
度
決
算

（
円
）

 

（
Ｂ
）

 

増
減

（
円
）

 

（
Ａ
）
―
（
Ｂ
）

 

備
考

 

 

収
 

益
 

手
話
通
訳
関
連
事
業
収
益

 
3

9
,4

2
0

,4
2

6
 

4
2

,1
8

3
,9

3
9

 
▲

2
,7

6
3

,5
1

3
 
前
年
比

9
3

.4
%

 

①
 手

話
検
定
試
験
受
験
料
収
益

 
3

4
,5

5
0

,4
5

0
 

3
1

,8
1

4
,5

1
0

 
2

,7
3

5
,9

4
0

 
 

②
 研

修
等
受
講
料
収
益

 
2

,1
6

7
,0

6
4

 
1

,1
9

7
,2

0
0

 
9

6
9

,8
6

4
 

 

③
 そ

の
他
の
事
業
収
益

 
2

,7
0

2
,9

1
2

 
9

,1
7

2
,2

2
9

 
▲

6
,4

6
9

,3
1

7
 
三
菱
財
団
助
成
金
減

 

1
) 
補
助
金
事
業
収
益

 
0

 
6

,1
0

0
,0

0
0

 
▲

6
,1

0
0

,0
0

0
 
三
菱
財
団
助
成
金
減

 

2
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そ
の
他
の
事
業
収
益
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,7
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2
,9

1
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9
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3
6

9
,3

1
7
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経
常
経
費
寄
付
金
収
益

 
2

,5
2

4
,7

7
0

 
2

,5
5

9
,7

0
0

 
▲

3
4

,9
3

0
 

 

サ
ー
ビ
ス
活
動
収
益
計
（
１
）

 
4

1
,9

4
5

,1
9

6
 

4
4

,7
4

3
,6

3
9

 
▲

2
,7

9
8

,4
4

3
 
前
年
比

9
3

.7
%

 

②
サ
ー
ビ
ス
活
動
費
用

 

勘
定
科
目

 
当
年
度
決
算

（
円
）

 

（
Ａ
）

 

前
年
度
決
算

（
円
）

 

（
Ｂ
）

 

増
減

（
円
）

 

（
Ａ
）
―
（
Ｂ
）

 

備
考

 

 

費
用

 

人
件
費

 
1

8
,8

0
7

,5
6

1
 

1
5

,7
4

2
,1

7
6

 
3

,0
6

5
,3

8
5

 
前
年
比

1
1

9
.5

%
 

事
業
費

 
3

2
,6

5
6

,1
1

7
 

2
8

,0
8

4
,8

4
9

 
4

,5
7

1
,2

6
8

 
前
年
比

1
1

6
.3

%
 

事
務
費

 
3

6
5

,1
0

1
 

1
,2

7
9

,7
9

8
 

▲
9

1
4

,6
9

7
 

 

サ
ー
ビ
ス
活
動
費
用
計
（

2
）

 
5

1
,8

2
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,7
7

9
 

4
5

,1
0

6
,8

2
3

 
6

,7
2

1
,9

5
6

 
前
年
比

1
1

4
.9

%
 

サ
ー
ビ
ス
活
動
増
減
差
額

(3
)=

(1
)-

(2
) 

▲
9

,8
8

3
,5

8
3

 
▲

3
6

3
,1

8
4

 
▲

9
,5

2
0

,3
9

9
 

 

 

２
 
亀
岡
事
業
所
拠
点
区
分

 

（
１
）
資
金
収
支
計
算
書

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
当
初
予
算
額

（
円
）

 

(a
) 

補
正
予
算
額

（
円
）

 

(b
) 

決
算
額

（
円
）

 

(c
) 

当
初
予
算

（
円
）

 

比
較

(c
)-

(a
) 

達
成
率

 

決
算

/
当
初

 

収
入

 
1

6
,8

4
8

,0
0

0
 

1
6

,4
6

0
,0

0
0
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7
 

▲
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7
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 （
２
）
事
業
活
動
計
算
書

 

 
①

 
サ
ー
ビ
ス
活
動
収
益

 

勘
定
科
目

 
当
年
度
決
算

（
円
）
 

（
Ａ
）

 

前
年
度
決
算

（
円
）

 

（
Ｂ
）

 

増
減

（
円
）

 

（
Ａ
）
―
（
Ｂ
）

 

備
考

 

 収
 

益
 

生
活
困
窮
者
自
立
支
援
事
業
収
益
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1
3

,3
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9
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1

 
 

①
 生

活
自
立
・
就
労
支
援
事
業
収
益
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0

 
 

②
 亀

岡
市
生
活
相
談
支
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事
業
収
益

 
1
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1
3
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1

 
 

 
 

サ
ー
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ス
活
動
収
益
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（
１
）

 
1

6
,4

5
9

,8
2

1
 

1
0

,3
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0
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1

 
 

②
サ
ー
ビ
ス
活
動
費
用

 

勘
定
科
目

 
当
年
度
決
算

（
円
）

 

（
Ａ
）

 

前
年
度
決
算

（
円
）

 

（
Ｂ
）

 

増
減

（
円
）

 

（
Ａ
）
―
（
Ｂ
）

 

備
考

 

  費 用
 

人
件
費

 
1

1
,9

9
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,6
6

1
 

1
0

,1
0

6
,3

7
8
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,8
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1
,2

8
3

 
前
年
比

1
1

8
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事
業
費
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4
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4
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8

 
1
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1

0
 

 

事
務
費
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,6
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4
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8
6

 
1

,0
2

4
,1

4
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6

6
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4

3
 

 

減
価
償
却
費

 
8

7
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9
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4

0
,1

8
8

 
4

7
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1
0

 
 

国
庫
補
助
金
等
特
別
積
立
金
取
り
崩
し

額
 

0
 

0
 

0
 

 

サ
ー
ビ
ス
活
動
費
用
計
（

2
）
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8
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1
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,4
1

7
,4

4
7

 
2
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5
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4
6

 
 

サ
ー
ビ
ス
活
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増
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差
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(単位：円）

予算(A) 決算(B) 差異(B)-(A) 備考

就労支援事業収入 41,365,000 39,606,870 -1,758,130

障害福祉サービス等事業収入 58,346,000 58,240,240 -105,760

生活困窮者自立支援事業収入 16,460,000 16,459,821 -179

手話通訳関連事業収入 181,515,000 178,441,999 -3,073,001

経常経費補助金収入 11,528,000 11,922,150 394,150

経常経費寄附金収入 7,099,000 7,136,370 37,370

受取利息配当金収入 1,000 1,105 105

その他の収入 11,062,000 12,113,166 1,051,166

事業活動収入計（１） 327,376,000 323,921,721 -3,454,279

人件費支出 146,514,000 145,743,292 -770,708

事業費支出 102,192,000 107,324,364 5,132,364

事務費支出 15,971,000 15,427,123 -543,877

就労支援事業支出 51,231,000 50,846,423 -384,577

支払利息支出 120,000 120,000 0

その他の支出 5,000 29,950 24,950

事業活動支出計（２） 316,033,000 319,491,152 3,458,152

11,343,000 4,430,569 -6,912,431

施設整備等収入計（４） 0 0 0

設備資金借入金元金償還支出 2,000,000 2,000,000 0

固定資産取得支出 1,396,000 1,546,900 150,900

施設整備等支出計（５） 3,396,000 3,546,900 150,900

-3,396,000 -3,546,900 -150,900

その他の活動収入計（７） 0 0 0

その他の活動支出計（８） 0 0 0

0 0 0

0 0 0

7,947,000 883,669 -7,063,331

121,621,076 121,621,076

7,947,000 122,504,745 114,557,745

支
出

当期末支払資金残高（１３）＝（１１）＋（１２）

当期資金収支差額合計(11)=(3)+(6)+(9)-(10)

支

出

そ

の

他

の

活

動

に

よ

る

収

支

施

設

整

備

等

に

よ

る

収

支

前期末支払資金残高（１２）

収
入

その他の活動資金収支差額(9)=(7)-(8)

予備費支出（１０）

施設整備等資金収支差額(6)=(4)-(5)

収入

事
業
活
動
に
よ
る
収
支

支
出

収
入

勘定科目

第一号第一様式

法人単位資金収支計算書
（自）2021(令和3)年4月1日（至）2022(令和4)年3月31日

事業活動資金収支差額(3)=(1)-(2)
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第二号第一様式

(単位：円）

当年度決算(A) 前年度決算(B) 増減(A)-(B)

就労支援事業収益 39,606,870 41,657,410 -2,050,540

障害福祉サービス等事業収益 58,240,240 64,843,421 -6,603,181

生活困窮者自立支援事業収益 16,459,821 13,380,400 3,079,421

手話通訳関連事業収益 178,441,999 149,895,994 28,546,005

経常経費補助金収益 11,922,150 9,274,000 2,648,150

経常経費寄附金収益 7,136,370 7,369,960 -233,590

サービス活動収益計（１） 311,807,450 286,421,185 25,386,265

人件費 145,743,292 98,207,430 47,535,862

事業費 109,085,651 78,546,444 30,539,207

事務費 15,427,123 15,054,843 372,280

就労支援事業費用 50,816,414 88,176,850 -37,360,436

減価償却費 16,436,295 16,445,969 -9,674

国庫補助金等特別積立金取崩額 -10,899,229 -11,275,967 376,738

サービス活動費用計（２） 326,609,546 285,155,569 41,453,977

-14,802,096 1,265,616 -16,067,712

受取利息配当金収益 1,105 859 246

その他のサービス活動外収益 12,113,166 21,281,440 -9,168,274

サービス活動外収益計（4） 12,114,271 21,282,299 -9,168,028

支払利息 120,000 142,337 -22,337

その他のサービス活動外費用 40,080 428,152 -388,072

サービス活動外費用計（5） 160,080 570,489 -410,409

11,954,191 20,711,810 -8,757,619

-2,847,905 21,977,426 -24,825,331

固定資産売却益 0 379,997 -379,997

特別収益計（8） 0 379,997 -379,997

固定資産売却損・処分損 0 1,533,309 -1,533,309

国庫補助金等特別積立金取崩額（除却等） 0 -529,560 529,560

特別費用計（9） 0 1,003,749 -1,003,749

0 -623,752 623,752

当期活動増減差額(11)=(7)+(10) -2,847,905 21,353,674 -24,201,579

25,719,515 4,365,841 21,353,674

22,871,610 25,719,515 -2,847,905

0

0

0

22,871,610 25,719,515 -2,847,905次期繰越活動増減差額(17)=(13)+(14)+(15)-(16)

経常増減差額（7)=(3)+(6)

繰
越
活
動
増
減
差
額
の
部

前期繰越活動増減差額(12)

当期末繰越活動増減差額(13)=(11)+(12)

基本金取崩額（14）

その他の積立金取崩額(15)

その他の積立金積立額(16)

特
別
増
減
の
部

法人単位事業活動計算書
（自）2021(令和3)年4月1日（至）2022(令和4)年3月31日

特別増減差額(10)=(8)-(9)

収
益

費
用

勘定科目

サービス活動増減差額(3)=(1)-(2)

サ
ー

ビ
ス
活
動
増
減
の
部

サ
ー

ビ
ス
活
動
外
増
減
の
部

収
益

費
用

サービス活動外増減差額(6)=(4)-(5)

収
益

費
用
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第一号第二様式

(単位：円）

社会福祉事業 公益事業 合計
内部取引

消去
法人合計

就労支援事業収入 39,608,910 0 39,608,910 -2,040 39,606,870

障害福祉サービス等事業収入 58,240,240 0 58,240,240 58,240,240

生活困窮者自立支援事業収入 0 16,459,821 16,459,821 16,459,821

手話通訳関連事業収入 139,141,837 39,420,426 178,562,263 -120,264 178,441,999

経常経費補助金収入 11,922,150 0 11,922,150 11,922,150

経常経費寄附金収入 4,611,600 2,524,770 7,136,370 7,136,370

受取利息配当金収入 1,066 39 1,105 1,105

その他の収入 12,094,776 18,390 12,113,166 12,113,166

事業活動収入計（１） 265,620,579 58,423,446 324,044,025 -122,304 323,921,721

人件費支出 114,938,070 30,805,222 145,743,292 145,743,292

事業費支出 72,377,303 35,069,365 107,446,668 -122,304 107,324,364

事務費支出 13,377,336 2,049,787 15,427,123 15,427,123

就労支援事業支出 50,846,423 0 50,846,423 50,846,423

支払利息支出 120,000 0 120,000 120,000

その他の支出 25,000 4,950 29,950 29,950

事業活動支出計（２） 251,684,132 67,929,324 319,613,456 -122,304 319,491,152

13,936,447 -9,505,878 4,430,569 0 4,430,569

施設整備等収入計（４） 0 0 0 0 0

設備資金借入金元金償還支出 2,000,000 0 2,000,000 2,000,000

固定資産取得支出 1,178,980 367,920 1,546,900 1,546,900

施設整備等支出計（５） 3,178,980 367,920 3,546,900 0 3,546,900

-3,178,980 -367,920 -3,546,900 0 -3,546,900

その他の活動収入計（７） 0 0 0 0 0

その他の活動支出計（８） 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

10,757,467 -9,873,798 883,669 0 883,669

116,456,050 5,165,026 121,621,076 0 121,621,076

127,213,517 -4,708,772 122,504,745 0 122,504,745

資金収支内訳表

（自）2021(令和3)年4月1日（至）2022(令和4)年3月31日

予備費（１０）

当期資金収支差額合計(11)=(3)+(6)+(9)-(10)

勘定科目

事
業
活
動
に
よ
る
収
支

収
入

支
出

事業活動資金収支差額(3)=(1)-(2)

前期末支払資金残高（１２）

当期末支払資金残高（１３）＝（１１）＋（１２）

施

設

整

備

等

に

よ

る

収

支

収

入

支
出

施設整備等資金収支差額(6)=(4)-(5)そ

の

他

の

活

動

に

よ

る

収

支

収
入

支出

その他の活動資金収支差額(9)=(7)-(8)
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第二号第二様式

(単位：円）

社会福祉事業 公益事業 合計 内部取引消去 法人合計

就労支援事業収益 39,608,910 0 39,608,910 -2,040 39,606,870

障害福祉サービス等事業収益 58,240,240 0 58,240,240 58,240,240

生活困窮者自立支援事業収益 0 16,459,821 16,459,821 16,459,821

手話通訳関連事業収益 139,141,837 39,420,426 178,562,263 -120,264 178,441,999

経常経費補助金収益 11,922,150 0 11,922,150 11,922,150

経常経費寄附金収益 4,611,600 2,524,770 7,136,370 7,136,370

サービス活動収益計（１） 253,524,737 58,405,017 311,929,754 -122,304 311,807,450

人件費 114,938,070 30,805,222 145,743,292 145,743,292

事業費 74,138,590 35,069,365 109,207,955 -122,304 109,085,651

事務費 13,377,336 2,049,787 15,427,123 15,427,123

就労支援事業費用 50,816,414 0 50,816,414 50,816,414

減価償却費 16,348,997 87,298 16,436,295 16,436,295

国庫補助金等特別積立金取崩額 -10,899,229 0 -10,899,229 -10,899,229

サービス活動費用計（２） 258,720,178 68,011,672 326,731,850 -122,304 326,609,546

-5,195,441 -9,606,655 -14,802,096 0 -14,802,096

受取利息配当金収益 1,066 39 1,105 1,105

その他のサービス活動外収益 12,094,776 18,390 12,113,166 12,113,166

サービス活動外収益計（4） 12,095,842 18,429 12,114,271 0 12,114,271

支払利息 120,000 0 120,000 120,000

その他のサービス活動外費用 35,130 4,950 40,080 40,080

サービス活動外費用計（5） 155,130 4,950 160,080 0 160,080

11,940,712 13,479 11,954,191 0 11,954,191

6,745,271 -9,593,176 -2,847,905 0 -2,847,905

特別収益計（8） 0 0 0 0 0

特別費用計（9） 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

当期活動増減差額(11)=(7)+(10) 6,745,271 -9,593,176 -2,847,905 0 -2,847,905

20,219,596 5,499,919 25,719,515 25,719,515

26,964,867 -4,093,257 22,871,610 22,871,610

0 0

0 0

0 0

26,964,867 -4,093,257 22,871,610 0 22,871,610

収
益

費
用

サービス活動外増減差額(6)=(4)-(5)

勘定科目

サ
ー

ビ
ス
活
動
増
減
の
部

収
益

費
用

サービス活動増減差額(3)=(1)-(2)

事業活動内訳表
（自）2021(令和3)年4月1日（至）2022(令和4)年3月31日

経常増減差額（7)=(3)+(6)

繰
越
活
動
増
減
差
額
の
部

前期繰越活動増減差額(12)

当期末繰越活動増減差額(13)=(11)+(12)

基本金取崩額（14）

その他の積立金取崩額(15)

その他の積立金積立額(16)

次期繰越活動増減差額(17)=(13)+(14)+(15)-(16)

特
別
増
減
の

部

収益

費
用

特別増減差額(10)=(8)-(9)

サ
ー

ビ
ス
活
動
外
増
減
の
部
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第
三

号
第

二
様

式

(単
位

：
円

）

社
会

福
祉

事
業

公
益

事
業

合
計

内
部

取
引

消
去

法
人

合
計

社
会

福
祉

事
業

公
益

事
業

合
計

内
部

取
引

消
去

法
人

合
計

1
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2
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3
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8
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5
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0
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0

1
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5
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0
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現
金

預
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1
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1
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3

2
2
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3

5
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9
9

1
3

0
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5
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1
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3
0
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3
1

事
業

未
払
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4
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5
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0
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6
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2
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事
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未
収
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6
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4
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脚

注

1
.減

価
償

却
費

の
累

計
額

3
0

7
,0

5
7

,3
9

6
円

国
庫

補
助

金
等

特
別

積
立

金

　
　

　
　

　
　

　
貸

借
対

照
表

内
訳

表

2
0

2
2

（
令

和
4

）
年

 3
月

3
1

日
現

在

勘
定

科
目

勘
定

科
目

流
動

資
産

流
動

負
債

固
定

資
産

固
定

負
債

基
本

財
産

そ
の

他
の

固
定

資
産

負
債

の
部

合
計

　
　

（
う

ち
当

期
活

動
増

減
差

額
）

純
資

産
の

部
の

合
計

資
産

の
部

合
計

負
債

及
び

純
資

産
の

部
合

計
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第一号第三様式

(単位：円）

全国手話研修センター 就労支援センターとも 合計 内部取引消去 事業区分合計

就労支援事業収入 0 41,730,691 41,730,691 -2,121,781 39,608,910

障害福祉サービス等事業収入 0 58,240,240 58,240,240 58,240,240

手話通訳関連事業収入 139,141,837 0 139,141,837 139,141,837

経常経費補助金収入 11,922,150 0 11,922,150 11,922,150

経常経費寄附金収入 4,611,600 0 4,611,600 4,611,600

受取利息配当金収入 1,031 35 1,066 1,066

その他の収入 10,030,912 2,063,864 12,094,776 12,094,776

事業活動収入計（１） 165,707,530 102,034,830 267,742,360 -2,121,781 265,620,579

人件費支出 67,518,931 47,419,139 114,938,070 114,938,070

事業費支出 73,640,880 858,204 74,499,084 -2,121,781 72,377,303

事務費支出 9,153,335 4,224,001 13,377,336 13,377,336

就労支援事業支出 0 50,846,423 50,846,423 50,846,423

支払利息支出 120,000 0 120,000 120,000

その他の支出 25,000 0 25,000 25,000

事業活動支出計（２） 150,458,146 103,347,767 253,805,913 -2,121,781 251,684,132

15,249,384 -1,312,937 13,936,447 0 13,936,447

施設整備等収入計（４） 0 0 0 0 0

設備資金借入金元金償還支出 2,000,000 0 2,000,000 2,000,000

固定資産取得支出 1,178,980 0 1,178,980 1,178,980

施設整備等支出計（５） 3,178,980 0 3,178,980 0 3,178,980

-3,178,980 0 -3,178,980 0 -3,178,980

その他の活動収入計（７） 0 0 0 0 0

その他の活動支出計（８） 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

12,070,404 -1,312,937 10,757,467 0 10,757,467

105,806,160 10,649,890 116,456,050 116,456,050

117,876,564 9,336,953 127,213,517 0 127,213,517当期末支払資金残高（１３）＝（１１）＋（１２）

勘定科目

事
業
活
動
に
よ
る
収
支

事業活動資金収支差額(3)=(1)-(2)

施設整備等資金収支差額(6)=(4)-(5)

その他の活動資金収支差額(9)=(7)-(8)

そ

の

他

の

活

動

に

よ

る

収

支

収
入
支

出

予備費（１０）

当期資金収支差額合計(11)=(3)+(6)+(9)-(10)

前期末支払資金残高（１２）

収
入

支
出

施

設

整

備

等

に

よ

る

収

支

収

入

支
出

社会福祉事業区分　資金収支内訳表
（自）2021(令和3)年4月1日（至）2022(令和4)年3月31日
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第二号第三様式

(単位：円）

全国手話研修センター 就労支援センターとも 合計 内部取引消去 事業区分合計

就労支援事業収益 0 41,730,691 41,730,691 -2,121,781 39,608,910

障害福祉サービス等事業収益 0 58,240,240 58,240,240 0 58,240,240

手話通訳関連事業収益 139,141,837 0 139,141,837 0 139,141,837

経常経費補助金収益 11,922,150 0 11,922,150 0 11,922,150

経常経費寄附金収益 4,611,600 0 4,611,600 0 4,611,600

サービス活動収益計（１） 155,675,587 99,970,931 255,646,518 -2,121,781 253,524,737

人件費 67,518,931 47,419,139 114,938,070 0 114,938,070

事業費 75,402,167 858,204 76,260,371 -2,121,781 74,138,590

事務費 9,153,335 4,224,001 13,377,336 0 13,377,336

就労支援事業費用 0 50,816,414 50,816,414 0 50,816,414

減価償却費 15,926,290 422,707 16,348,997 0 16,348,997

国庫補助金等特別積立金取崩額 -10,597,779 -301,450 -10,899,229 0 -10,899,229

サービス活動費用計（２） 157,402,944 103,439,015 260,841,959 -2,121,781 258,720,178

-1,727,357 -3,468,084 -5,195,441 0 -5,195,441

受取利息配当金収益 1,031 35 1,066 0 1,066

その他のサービス活動外収益 10,030,912 2,063,864 12,094,776 0 12,094,776

サービス活動外収益計（4） 10,031,943 2,063,899 12,095,842 0 12,095,842

支払利息 120,000 0 120,000 0 120,000

その他のサービス活動外費用 35,130 0 35,130 0 35,130

サービス活動外費用計（5） 155,130 0 155,130 0 155,130

9,876,813 2,063,899 11,940,712 0 11,940,712

8,149,456 -1,404,185 6,745,271 0 6,745,271

特別収益計（8） 0 0 0 0 0

特別費用計（9） 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

当期活動増減差額(11)=(7)+(10) 8,149,456 -1,404,185 6,745,271 0 6,745,271

8,860,667 11,358,929 20,219,596 0 20,219,596

17,010,123 9,954,744 26,964,867 0 26,964,867

0 0 0

0 0 0

0 0 0

17,010,123 9,954,744 26,964,867 0 26,964,867

特
別
増
減
の
部

収
益
費
用

繰
越
活
動
増
減
差
額
の
部

前期繰越活動増減差額(12)

当期末繰越活動増減差額(13)=(11)+(12)

基本金取崩額（14）

その他の積立金取崩額(15)

その他の積立金積立額(16)

次期繰越活動増減差額(17)=(13)+(14)+(15)-(16)

特別増減差額(10)=(8)-(9)

社会福祉事業区分　事業活動内訳表
（自）2021(令和3)年4月1日（至）2022(令和4)年3月31日

経常増減差額（7)=(3)+(6)

勘定科目

収
益

費
用

サ
ー

ビ
ス
活
動
外
増
減
の
部

収
益

費
用

サービス活動外増減差額(6)=(4)-(5)

サ
ー

ビ
ス
活
動
増
減
の
部

サービス活動増減差額(3)=(1)-(2)
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）
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セ
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第一号第三様式

(単位：円）

コミュニティ嵯峨野 亀岡事業所 合計
内部取引消

去
事業区分合計

生活困窮者自立支援事業収入 0 16,459,821 16,459,821 0 16,459,821

手話通訳関連事業収入 39,420,426 0 39,420,426 0 39,420,426

経常経費寄附金収入 2,524,770 0 2,524,770 0 2,524,770

受取利息配当金収入 33 6 39 0 39

事業活動収入計（１） 41,963,619 16,459,827 58,423,446 0 58,423,446

人件費支出 18,807,561 11,997,661 30,805,222 0 30,805,222

事業費支出 32,656,117 2,413,248 35,069,365 0 35,069,365

事務費支出 365,101 1,684,686 2,049,787 0 2,049,787

その他の支出 4,950 0 4,950 0 4,950

事業活動支出計（２） 51,833,729 16,095,595 67,929,324 0 67,929,324

-9,870,110 364,232 -9,505,878 0 -9,505,878

施設整備等収入計（４） 0 0 0 0 0

固定資産取得支出 0 367,920 367,920 0 367,920

施設整備等支出計（５） 0 367,920 367,920 0 367,920

0 -367,920 -367,920 0 -367,920

その他の活動収入計（７） 0 0 0 0 0

その他の活動支出計（８） 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

-9,870,110 -3,688 -9,873,798 0 -9,873,798

8,143,695 -2,978,669 5,165,026 0 5,165,026

-1,726,415 -2,982,357 -4,708,772 0 -4,708,772

公益事業区分　資金収支内訳表
（自）2021(令和3)年4月1日（至）2022(令和4)年3月31日

勘定科目

事
業
活
動
に
よ
る
収
支

収
入

支
出

事業活動資金収支差額(3)=(1)-(2)

予備費（１０）

当期資金収支差額合計(11)=(3)+(6)+(9)-(10)

前期末支払資金残高（１２）

当期末支払資金残高（１３）＝（１１）＋（１２）

施
設
整
備
等
に
よ
る

収
支

収
入

支
出

施設整備等資金収支差額(6)=(4)-(5)

そ

の

他

の

活

動

に

よ

る

支

出

収
入
支
出

その他の活動資金収支差額(9)=(7)-(8)
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第二号第三様式

(単位：円）

コミュニティ嵯峨野 亀岡事業所 合計 内部取引消去 事業区分合計

生活困窮者自立支援事業収益 0 16,459,821 16,459,821 16,459,821

手話通訳関連事業収益 39,420,426 0 39,420,426 39,420,426

経常経費寄附金収益 2,524,770 0 2,524,770 2,524,770

サービス活動収益計（１） 41,945,196 16,459,821 58,405,017 58,405,017

人件費 18,807,561 11,997,661 30,805,222 30,805,222

事業費 32,656,117 2,413,248 35,069,365 35,069,365

事務費 365,101 1,684,686 2,049,787 2,049,787

減価償却費 0 87,298 87,298 87,298

サービス活動費用計（２） 51,828,779 16,182,893 68,011,672 68,011,672

-9,883,583 276,928 -9,606,655 -9,606,655

受取利息配当金収益 33 6 39 39

その他のサービス活動外収益 18,390 0 18,390 18,390

サービス活動外収益計（4） 18,423 6 18,429 18,429

その他のサービス活動外費用 4,950 0 4,950 4,950

サービス活動外費用計（5） 4,950 0 4,950 4,950

13,473 6 13,479 13,479

-9,870,110 276,934 -9,593,176 -9,593,176

特別収益計（8） 0 0 0 0

特別費用計（9） 0 0 0 0

0 0 0 0

当期活動増減差額(11)=(7)+(10) -9,870,110 276,934 -9,593,176 -9,593,176

8,143,695 -2,643,776 5,499,919 5,499,919

-1,726,415 -2,366,842 -4,093,257 -4,093,257

0

0

0

-1,726,415 -2,366,842 -4,093,257 -4,093,257

（自）2021(令和3)年4月1日（至）2022(令和4)年3月31日

公益事業区分　事業活動内訳表

サ
ー

ビ
ス
活
動
外
増
減
の
部

収
益

費
用

サービス活動外増減差額(6)=(4)-(5)

勘定科目

サ
ー

ビ
ス
活
動
増
減
の
部

収
益

費
用

サービス活動増減差額(3)=(1)-(2)

経常増減差額（7)=(3)+(6)

繰
越
活
動
増
減
差
額
の
部

前期繰越活動増減差額(12)

当期末繰越活動増減差額(13)=(11)+(12)

基本金取崩額（14）

その他の積立金取崩額(15)

その他の積立金積立額(16)

次期繰越活動増減差額(17)=(13)+(14)+(15)-(16)

特
別
増
減
の

部

収
益

費
用

特別増減差額(10)=(8)-(9)
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（単位：円）

取得年度 使用目的等 取得金額 減価償却累計額 貸借対照表価額

Ⅰ　資産の部

1　流動資産

現金預金

現金 （全国手話研修センター） - 運転資金として - - 115,000

（就労支援センターとも） - 運転資金として - - 56,933

171,933

普通預金 （全国手話研修センター） 京都中央信用金庫西陣支店他 - 運転資金として - - 121,033,573

（就労支援センターとも） 京都銀行嵯峨支店 - 運転資金として - - 6,008,826

（コミュニティ嵯峨野） ゆうちょ銀行 - 運転資金として - - 2,305,862

（亀岡事業所） 京都銀行嵯峨支店他 - 運転資金として - - 629,937

129,978,198

事業未収金 （全国手話研修センター） 全日本ろうあ連盟他 - 3月分出版書籍等卸販売収入等 - - 13,392,829

（就労支援センターとも） 京都市他 - 2月分障害福祉サービス費等 - - 14,884,127

（コミュニティ嵯峨野） 京都市聴覚言語障害者福祉協会他 - 試験当日経費仮払精算金等 - - 142,519

28,419,475

未収金 （全国手話研修センター） 後援会他 - 立替金他 - - 6,902

（コミュニティ嵯峨野） 右京税務署他 - 令和３年度消費税精算金他 - - 663,990

670,892

商品 （全国手話研修センター） - 出版書籍 - - 15,604,222

（全国手話研修センター） - ロビー販売書籍 - - 1,835,723

（就労支援センターとも） - 自動販売機用飲料 - - 126,084

17,566,029

立替金 （全国手話研修センター） 亀岡事業所他 - 別紙明細 - - 10,766,712

（就労支援センターとも） 全国手話研修センター - 消耗品購入代金 - - 45,660

10,812,372

前払費用 （全国手話研修センター） 東京海上日動火災保険株式会社他 - 映像機器損害保険他 - - 370,707

（就労支援センターとも） あいおいニッセイ同和損害保険(株)他 - 賠償責任保険他 - - 64,215

（コミュニティ嵯峨野） 鳥取県文化振興財団 - 機材借用代前払 - - 58,980

（亀岡事業所） 工藤商会 - 4月分事務所賃料他 - - 132,500

626,402

仮払金 （就労支援センターとも） 10,000

188,255,301

2 固定資産

(1)基本財産

建物 （全国手話研修センター） 京都市右京区嵯峨天龍寺広道町３番地の４ 2003年度 第2種社会福祉事業である、全国手
話研修センターに使用している

453,685,048 251,586,186 202,098,862

京都市右京区嵯峨天龍寺広道町３番地の４ 2008年度 第2種社会福祉事業である、全国手
話研修センターに使用している

10,531,500 4,518,007 6,013,493

（就労支援センターとも） 京都市右京区嵯峨天龍寺広道町３番地の４ 2009年度 第2種社会福祉事業である、就労支
援事業所に使用している

9,345,000 3,700,620 5,644,380

213,756,735

基本財産合計　　　 213,756,735

(2)その他の固定資産

建物 （全国手話研修センター） 大型吸収冷温水機 2009年度 第2種社会福祉事業である、全国手
話研修センターに使用している

21,262,500 20,055,847 1,206,653

館内共聴設備 2011年度 第2種社会福祉事業である、全国手
話研修センターに使用している

1,260,000 887,040 372,960

1,579,613

構築物 （就労支援センターとも） 駐車場 - 利用者送迎用車両駐車場 1,000,000 445,500 554,500

機械装置 （全国手話研修センター） ボイラー - 第2種社会福祉事業である、全国手
話研修センターに使用している

2,205,000 2,031,356 173,644

車両運搬具 （就労支援センターとも） 日産キャラバン他１台 - 第2種社会福祉事業である、就労支
援センターともに使用している

5,008,350 5,008,348 2

（亀岡事業所） オッテイ1台 - 公益事業である、亀岡市生活相談支
援センターで使用している

367,920 42,924 324,996

1,053,142

器具備品 （全国手話研修センター） 収録映像機器他 - 第2種社会福祉事業である、全国手
話研修センターに使用している

16,842,021 15,239,843 1,602,178

（全国手話研修センター） グローバルアート作品 - 15,000,000 15,000,000

（就労支援センターとも） 洗浄機他 - 第2種社会福祉事業である、就労支
援センターともに使用している

3,064,706 3,044,292 20,414

（亀岡事業所） ノートパソコン他 - 公益事業である、亀岡市生活相談支
援センターで使用している

490,952 350,433 140,519

16,763,111

権利 （全国手話研修センター） 電話加入権 - 第2種社会福祉事業である、全国手
話研修センターに使用している

224,030 224,030

（亀岡事業所） 亀岡市生活相談支援センター - 事務所賃借保証金 150,000 150,000

374,030

ソフトウェア （全国手話研修センター） 会計ソフト - 第2種社会福祉事業である、全国手
話研修センターに使用している

147,000 147,000 0

その他の固定資産合計　　　　 19,769,896

固定資産合計　　　 233,526,631

資産合計　 421,781,932

小計

小計

小計

小計

小計

小計

小計

財　産　目　録

2022(令和4)年　3月31日現在

貸借対照表科目 場所・物量等

小計

流動資産合計　　　

小計

小計

小計

小計
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（単位：円）

取得年度 使用目的等 取得金額 減価償却累計額 貸借対照表価額

財　産　目　録

2022(令和4)年　3月31日現在

貸借対照表科目 場所・物量等

Ⅱ　負債の部

1 流動負債

事業未払金 （全国手話研修センター） 業務委託費他 - - - 25,069,355

（就労支援センターとも） 職業指導員派遣費等 - - - 579,290

（コミュニティ嵯峨野） 試験当日経費仮払精算金等 - - - 2,580,061

28,228,706

（就労支援センターとも） 消耗品購入代金他運営資金 - - 6,200,119

（コミュニティ嵯峨野） 消耗品購入代金他運営資金 - - - 1,947,133

（亀岡事業所） 消耗品購入代金他運営資金 - - - 2,695,472

10,842,724

（全国手話研修センター） 独立行政法人福祉医療機構 - - - 2,000,000

未払費用 （全国手話研修センター） 3月分非常勤職員給与他 - - - 1,730,881

（就労支援センターとも） 3月分非常勤職員給与他 - - - 4,874,482

（コミュニティ嵯峨野） 3月分非常勤職員給与他 - - - 354,688

（亀岡事業所） 3月分非常勤職員給与他 - - - 1,049,322

8,009,373

預り金 （全国手話研修センター） 源泉所得税他 - - - 495,557

（コミュニティ嵯峨野） 源泉所得税他 - - - 10,384

505,941

職員預り金 （全国手話研修センター） 源泉所得税他 - - - 495,366

（就労支援センターとも） 源泉所得税他 - - 66,917

562,283

前受収益 （全国手話研修センター） 受講料 - - - 18,000

（就労支援センターとも） 京都市聴覚障害者協会 - - 12,000

（コミュニティ嵯峨野） Let手話利用料 - - - 5,500

35,500

流動負債合計　　　 50,184,527

2 固定負債

（全国手話研修センター） 独立行政法人福祉医療機構 - - - 2,000,000

（全国手話研修センター） 独立行政法人福祉医療機構 - - - 60,000,000

62,000,000

固定負債合計　　　 62,000,000

負債合計　 112,184,527

差引純資産　 309,597,405

小計

小計

小計

小計

長期運営資金借入金

小計

設備資金借入金

1年以内返済予定設備資金借入金

小計

小計

その他の未払金
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